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ＮＰ後払い 加盟店規約 
 

この規約（以下「本規約」といいます。）は、 株式会社ネットプロテクションズ（以下「当社」

といいます。）が加盟店（本規約を同意の上、第 2条に基づき当社に対して加盟の申込み

をし、当社がこれを承認した者をいいます。以下同じです。）に対して、インターネットにお

ける商取引の決済等のサービスである「ＮＰ後払い」サービスを提供することについての

当社と加盟店の間の契約関係を規定するものです。 

第 1章 総則 

第 1条（サービスの内容） 

1. 当社は、加盟店に対して、本規約（本規約と一体となる附属規約を含みます。以下同

じです。）に従い、次の「NP 後払い」サービス（以下「本サービス」といいます。）を提供

します。なお、本サービスは、郵便振替、コンビニエンスストア収納代行、銀行振込等

の当社指定の方法による後払い決済を指します。 

① 加盟店の顧客（以下「顧客」といいます。）が支払う代金に係る加盟店に対する早期

立替払い 

② 加盟店の顧客に対する商品配送に関する情報管理システムの提供 

③ その他当社が随時指定する各種サービス 

2. 本サービスの対象となるのは、加盟店が顧客に対して行う継続的取引でない物品（宅

配可能な有体物であり、役務、権利等を含みません。）の販売（レンタル等は含みませ

ん。）に限ります。 

第 2条（加盟店申込み） 

1. 加盟店の申込みをする者（以下「申込者」といいます。）は、本規約に同意したうえで、

当社に対して次の書類を提出するものとします。 

① 加盟店申込書 

② 当社所定の審査用資料（登記簿謄本等） 

2. 当社は、前項に基づく申込みを受けた場合には、当該申込者につき当社所定の審査

をした上、加盟店として承認するか否かを決定するものとします。申込者は、当社が加

盟の申込みを承認しない場合でも、当社に対し、異議の申立ておよび理由の開示を

求めることはできないものとします。なお、次のいずれかに該当するときは、当社は、

申込者の申込みを承認しません。 

① 申込者が虚偽の事実を申告したとき 

② 申込者がその責めに帰すべき事由により過去に当社の本規約に係る契約（以下

「本契約」といいます。）その他の当社の加盟店契約またはこれに類似する他社と

の契約を解除されたことがあるとき 

③ 申込者が当社に対して負担する債務の支払遅滞、申込者に関する苦情、行政機

関からの指導等により、申込者の信用性に疑問が存すると当社が判断したとき 

④ 申込者に対する本サービスの提供が当社の業務に関して支障またはシステムの

不都合等を発生させるおそれがあると当社が判断したとき 

⑤ 申込者が当社の指定する所定の書類または当社が追加で求める書類の提出を行

わないとき 

⑥ その他、加盟店として不適当であると当社が判断したとき 

第 3条（本サービス提供の要件） 

1. 加盟店は、本サービスの提供を受けるために、次の要件を満たさなければならないも

のとします。 

① 加盟店が電子商取引等の通信販売により物品を販売する事業者であり、本サービ

スを利用できるシステムを有していること 

② 当社が審査し承認したウェブサイトまたはカタログ等で商品を販売すること 

③ 当社の支払業務の受託者が加盟店に対する与信を承認していること 

④ 取引を行うウェブサイトまたはカタログ等に本サービスの利用に関する当社所定の

文言、ロゴ等を表示すること 

⑤ 当社が提供する当社所定のシステムを利用して販売すること 

⑥ 販売等が加盟店より本サービスを利用し不当な利益を得るためになされた自社に

対するものでないこと 

⑦ 販売等が加盟店の役員、従業員、またはその家族により本サービスを利用し不当

な利益を得るためになされたものでないこと 

⑧ 商品等の販売等に係る契約の締結から 2 か月以内に当社が顧客から譲渡対象債

権の弁済を受けることが可能となるように、当社に対して売上確定報告を行うこと 

⑨ 当社からの加盟店に対する連絡に、相当期間内に応じること 

⑩ その他当社が指定する要件 

2. 加盟店は、顧客に対して本サービスを利用すること（当社所定の利用条件その他の内

容を含みます。）を告知するものとし、顧客から利用の承諾を得た場合のみ、本サービ

スを利用することができるものとします。加盟店は、顧客の承諾を得ずに本サービスを

利用して生じた紛争処理については、全責任を負うものとします。 

3. 加盟店は、顧客と商品受取人の氏名、名称または住所が異なる（贈答品の場合を含

む）取引（以下「ギフト取引」といいます。）について本サービスを利用する場合、加盟

店は、商品受取人に係る情報を必要かつ適法（個人情報の保護に関する法律の遵守

を含みます。）な範囲で当社に報告するものとします。また、当社は、顧客に連絡が取

れない場合など、必要に応じて当社から商品受取人に直接連絡することができるもの

とします。 

4. 加盟店は、本サービスの提供を受けるに際し、本サービスに関連する第三者と合意が

必要になるときには、当該合意を書面等で行うものとします。 

5. 当社は、加盟店が本条第 1 項各号の要件を満たしていないと判断した場合、加盟店

による本サービスの利用を、相当期間停止または中止することができるものとします。 

6. 当社は、顧客による代金支払の延滞、商品に関するクレーム、抗弁の主張またはこれ

に準ずる顧客との取引に関する問題の発生状況等に応じ、任意の判断により、加盟

店による本サービスの利用を、相当期間停止または中止することができるものとしま

す。 

第 4条（販売商品に関する規制） 

1. 加盟店は、商品の販売に関して次の条件に従わなければならないものとします。 

① 法令、公序良俗に違反するおそれのある商品を取り扱わないこと 

② 古物、酒類、米穀類等取扱いに法律上の手続が必要な場合には、その手続を完了

すること 

③ 特定商取引に関する法律、消費者契約法、不当景品類及び不当表示防止法その

他適用を受ける法令に従った販売方法、表示方法および広告方法を行うこと 

④ 電子消費者契約及び電子承諾通知に関する民法の特例に関する法律における確

認措置を講じること 

⑤ 特定商取引に関する法律第 14条第 1 項第 2号、同施行規則第 16条第 1項で禁

止される「顧客の意に反して契約の申込みをさせようとする行為」をしないこと 

⑥ ウェブサイトまたはカタログ等上で顧客が操作ミス、勘違い等による錯誤を生じない

ような分かりやすい申込画面設定や記載表現をすること 

⑦ 公的機関から命令、指導等がなされた場合は、それを遵守すること 

⑧ 法令により顧客の保護措置が講じられたときは、その措置に従うこと 

2. 加盟店は、顧客または第三者から前項各号のいずれかに反する旨の指摘等がなされ

たときは、誠意をもってこれに対応するものとし、自己の責任および費用の負担をもっ

てその疑いが生じない措置を講じるものとします。 

3. 加盟店は、当社が不適当と判断した商品については、本サービスを利用することがで

きないものとします。 

4. 加盟店は、新たな商品を販売する際は、事前に当社の承認を得るものとします。 

第 2章 本サービスの利用 

第 5条（決済手段の種類） 

加盟店が本サービスを利用する際に受け付けることが可能な顧客の代金決済手段は、

郵便振替、コンビニエンスストア収納代行、銀行振込等の当社指定の方法（これらの

決済方法を以下「後払い決済」といいます。）に限られるものとします。 

第 6条（後払い決済） 



 
 

 

 

1. 当社は、顧客が加盟店との間で締結した商品の販売に係る契約の決済手段として後

払い決済を指定した場合には、加盟店が当該顧客に対し取得する代金債権（以下「譲

渡債権」といいます。）を加盟店からその額面相当額で買い受け、加盟店に対し、顧客

の加盟店に対する支払いを立替払いし、当社または当社が指定する者（以下「収納代

行者」といいます。）を通じて顧客に対して代金の請求を行い、直接または第三者に委

託して支払いを受けるものとします。この場合、当社所定の請求書発行等の手数料が

かかるものとし、同手数料は、加盟店、顧客のいずれが負担することもできるものとし

ます。なお、振込等の支払手数料は、顧客が負担するものとします。 

2. 当社は、顧客が請求書記載の期限までに代金の全部の支払いを行わなかった場合

には、顧客に対して当社が任意に選択する手段により督促を行うことができるものとし

ます。 

第 7条（取引の限度額） 

当社は、本サービスの対象となる取引の限度額および条件を随時任意に設定するこ

とができるものとします。当社は、顧客が後払い決済を利用できる取引の限度額として、

1 回の取引当たりの利用金額の上限額、および同一の顧客の当社に対する未決済の

代金の累計金額の上限額をそれぞれ設定することができるものとします。 

第 8条（データ送信） 

1. 加盟店は、当社に対し、本サービスを利用しようとする全ての取引につき、当社所定

の取引情報（以下「取引データ」といいます。）を当社所定の方法で送信するものとしま

す。 

2. 当社は、加盟店から受け取った取引データに基づき、本サービスを提供するものとし、

そのデータの間違い等により生じた損害、顧客との紛議解決は、加盟店が自己の責

任および費用の負担において行うものとします。 

3. 当社は、顧客に対して随時電子メールその他の方法で請求、支払の案内その他の事

項を通知することができるものとします。また、当社が求めたときは、加盟店は、顧客

に対して電子メールその他の方法で支払の案内その他当社の指定する事項を通知す

るものとします。 

第 9条（集荷・配送） 

1. 加盟店は、本サービスを利用する取引に係る商品の集荷・配送に際して、当社所定の

運送会社を当社所定の方法で利用するものとします。 

2. 加盟店は、前項の運送会社による本サービスを利用する取引に係る商品の集荷後、

直ちに当社に対して運送伝票番号その他当社所定の情報を伝達するものとします。 

3. 加盟店は、商品の集荷・配送その他の運送に関して、直接運送会社との間で連絡、確

認等を行うものとします。 

4. 前項にかかわらず、加盟店は、第 2項の情報伝達後に顧客の住所またはその他随時

当社が指定する事項の変更が生じた場合には、当社に対しても電子メールによる通

知を行うものとします。 

5. 加盟店は、第 2項により情報を伝えた後に注文が取り消された場合、理由の如何を問

わず、当社に対して当社所定の手数料を支払うものとします。 

6. 当社は、本サービスを利用する取引に係る商品の集荷・配送等に関して、加盟店の同

意なく、直接運送会社から情報を得ることができ、またこれに対して情報を提供するこ

とができるものとし、加盟店は、これらをあらかじめ異議なく承諾します。 

7. 加盟店は、運送会社の配送完了（以下「着荷」といいます。）のデータ処理にかかわら

ず、顧客が、本サービスが利用された取引に係る商品の受け取りを否定しているとき

は、運送会社と協力して事実を確認して適切な処理を行うものとします。この場合、当

社は、顧客への現実の着荷が証明されるまで、着荷がないものとみなすことができる

ものとします。 

8. 加盟店が、商品の破損、紛失等につき、運送会社が補償義務を負わない、またはそ

の補償が運賃相当分に限定された配送サービス（当社指定のメール便サービスに限

ります。以下「メール便」といいます。 ）を利用して配送を行った取引について、商品の

受領、破損、紛失等の売買または運送に関連する事由により、顧客が代金または代

金相当額の支払いを拒否し、またはその他顧客からの集金に困難が生じるおそれが

あると当社が判断したときは、当社がメール便の取引を承認した場合においても、当

社は、加盟店に対して、第 13 条の支払いを行う義務を負わず、また既払いの支払金

の返還を求めることができるものとします。 

第 10条（本サービスを提供しない事由） 

1. 第 1 条第 1 項の規定にかかわらず、当社は、次のいずれかに該当する場合、顧客か

ら加盟店に対し本サービスを利用した商品購入の申し入れがなされても、本サービス

の提供をしないことができるものとします。なお、第 5号ないし第 10号に該当するか否

かは、当社の任意の判断によるものとし、加盟店は、当社に対し、当社の判断に関す

る異議の申立ておよび理由の開示を求めることはできないものとします。 

① 本サービスの対象となる取引が第 7 条に定める限度額を越えた場合（商品の全額

について本サービスの提供をいたしません。） 

② 第 9条第 1項に定める当社所定の方法等を用いない配送をした場合 

③ 加盟店が第 3 条第 1 項各号のいずれかの要件を満たしていない場合または同条

第 2項の利用の承諾を得ていない場合 

④ 本規約に違反または本規約が禁止している内容の取引である場合 

⑤ 加盟店による架空の注文（加盟店が第三者と意を通じる場合を含みます。）の疑い

があると判断した場合 

⑥ 当社の過去の取引記録等により、顧客に信用上問題があると当社が判断した場合 

⑦ 顧客による誤発注その他不自然な注文と当社が判断した場合 

⑧ 加盟店または顧客が悪意を持って情報を改ざんし、または悪用している疑いがあ

ると当社が判断した場合 

⑨ 加盟店または顧客が、事実と異なる情報に基づく取引を行っている疑いがあると当

社が判断した場合 

⑩ その他、代金の円滑な支払いがなされないおそれがある、または、加盟店もしくは

顧客と当社の取引に合理性が欠けると当社が判断した場合 

2. 当社は、前項各号のいずれかに該当する可能性があると判断したときは、加盟店また

は顧客に対して調査を申し入れることができるものとし、加盟店はこれに協力をするも

のとします。また、当社による調査が終了するまでの間、加盟店は、同顧客による本

サービスを利用した商品購入の申し入れに対する承諾を留保するものとします。 

3. 第 1 項第 2 号の場合、加盟店は、商品を出荷したときは、直ちに当社に対して当社所

定の方法でその旨の通知をするものとします。 

第 11条（本サービスの中断） 

当社は、定期点検等の事由が生じた場合には、加盟店に事前に通知することにより、ま

た、以下のいずれかの事由が生じた場合には、加盟店に事前に通知することなく、一時

的にサービスを中断することがあります。 

① 本サービスに用いる設備等の保守を緊急に行う場合 

② 地震、洪水、津波等の天災によりサービスの提供ができなくなった場合 

③ 火災、停電その他の不慮の事故によりサービスの提供ができなくなった場合 

④ 戦争、紛争、動乱、暴動、騒乱、労働争議等により本サービスの提供ができなくな

った場合 

⑤ その他、運営上または技術上当社がサービスの一時的な中断が必要と任意に判

断した場合 

第 12条（責任） 

1. 当社は、加盟店に対し、NP 加盟店管理システム（本サービスによる決済が行われた

取引に関する情報を管理することができるシステムをいいます。以下同じ。）を提供す

るものとし、加盟店はこれを利用することができるものとします。 

2. 当社は、本サービスの利用に関して加盟店に生じた損害（NP 加盟店管理システム利

用の中断を含みますが、これに限られません。）につき一切の責任を負わないものとし

ます。 

3. 加盟店は、自己が行う本サービスを利用した取引に関し、当社が第三者から著作権

等の知的財産権侵害その他の権利侵害および食品衛生法違反、医薬品、医療機器

等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以下、「薬機法」といいます。）

違反その他の法令違反等の主張がなされないように努めるものとします。 

4. 加盟店は、前項の規定にかかわらず、加盟店が行う本サービスを利用した取引に関



 
 

 

 

して、第三者から当社に対して、著作権等の知的財産権侵害その他の権利侵害およ

び食品衛生法違反、薬機法違反その他の法令違反等の主張がなされたときは、自己

の責任および費用の負担において対処するものとし、当社に生じた損害および費用を

すべて補償し、かつ賠償するものとします。 

第 3章 加盟店に対する支払、利用料 

第 13条（加盟店に対する支払い） 

1. 加盟店は、当社に対し、譲渡債権（諸経費を含む。）を発生と同時に譲渡します。 

2. 前項に基づく譲渡債権の譲渡に係る代金は、譲渡債権の額面相当額とし、当社は、

加盟店に対し、当該代金を本規約に従うほか別途合意する条件で支払うものとします

（なお、現実の着荷が確認できた取引を支払い対象とします。）。ただし、当社は、加盟

店において本規約に違反する事由が存在する場合、または当該譲渡債権の発生原

因となった取引において契約の内容に適合しない事由その他加盟店に起因した代金

の集金が困難となるおそれを生じさせる事由が存在すると判断した場合は、その旨を

加盟店に通知し、かかる事由が存在しないことの証明が加盟店によりなされるまで、

譲渡債権の譲渡代金の支払いを留保することができるものとします。 

3. 当社は、加盟店に対して譲渡債権の譲渡代金の支払いその他本規約に基づく支払い

を行う場合、その時点で生じている加盟店の当社に対する一切の支払債務（次条に規

定する利用料および第 16 条第 2 項または第 3 項に基づき譲渡債権の買い戻しが実

行された場合における譲渡代金を含みます。支払期限を問いません。）と相殺してそ

の残金を支払うことができるものとします。また、当社が加盟店に対し前記の支払いを

行う場合に必要となる手数料等の費用は、加盟店の負担とし、相殺の充当の順位は、

当社の指定するところによるものとします。 

4. 加盟店は、前項に基づく相殺後も当社の加盟店に対する債権が超過する場合、当社

に対し、当社の発行する請求書に応じ、その指定する期限までに超過分の金銭を支

払わなければならないものとします。その際、支払いに際して必要となる手数料は、加

盟店の負担とします。 

5. 当社は、本規約による本サービスの提供期間が終了したときは、第 15 条の支払金の

返還その他加盟店の当社に対する債務が発生しないことが確定するまでの間、譲渡

債権の譲渡代金の支払いを留保することができるものとします。 

6. 加盟店は、当社が債権譲渡の対抗要件、支払いの案内、その他当社の指定する事項

を顧客に対して通知し、もしくは当該事項に関して証明書を発行すること等を求めたと

きは、これに応じるものとします。 

7. 加盟店は、本規約に係る契約に基づき当社に譲渡することとなる譲渡債権について、

当社による承諾がない限り、当社または当社が指定する者以外の者に対して、譲渡し

ないものとします。 

8. 当社は、本サービスの後払い決済に関する業務を任意に第三者に委託することがで

きるものとします。 

第 14条（本サービス利用料） 

1. 加盟店は、当社に対し、以下に定める区分ごとに別途当社が定める本サービスの利

用料（以下「利用料」といいます。）を支払うものとします。なお、本規約による本サービ

スの提供期間中に利用料が変更された場合には、第 3 項に基づく利用料の支払債務

発生時点の利用料が適用されるものとします。 

① NPサービス料金（債権買取手数料） 

② 月額固定費（消費税別） 

③ 請求書発行・郵便料金（消費税別） 

④ 電子バーコード発行料金（消費税別） 

2. 当社は、第 3条第 6項に該当する事由が発生したときその他加盟店の財産状況や経

済情勢等に鑑み利用料の変更が必要と判断したときは、利用料の変更を行うことがで

きるものとします。 

3. 第 9 条第 2 項により運送伝票番号の情報が当社に伝達されたとき、または、第 10 条

第 3 項により当社に通知がされたときに利用料の支払債務が生じるものとし、当社は

その後に申込みのキャンセルその他いかなる事由が生じた場合であっても、加盟店に

対して請求書発行・郵便料金および電子バーコード発行料金（以下総称して「請求書

発行等手数料」といいます。）を返還しないものとします。 

第 15条（支払金額の返還等） 

1. 当社は、第 13条第 2項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合、または

そのおそれがあると当社が判断した場合は、加盟店に対して譲渡債権に係る譲渡代

金の支払いを行う義務を負わないものとします。なお、加盟店は、当社が譲渡債権に

係る譲渡代金を支払った後に次のいずれかに該当すること、またはそのおそれがある

と当社が判断した場合には、既払いの譲渡債権に係る譲渡代金を当社に返還するも

のとします。 

① 契約、または法律が定める事由に該当することによって（顧客から何らかの抗弁を

主張される場合を含みます。）、当社が顧客に対して代金ないし代金相当額の請求

ができないとき、または既に受領した代金ないし代金相当額を顧客に返還する義

務が生じたとき 

② 譲渡債権が、本規約に違反または本規約が禁止している取引に基づき発生したも

のであるとき 

③ 譲渡債権に関して加盟店と顧客との間に紛争が生じ、速やかに解決ができないと

き 

④ 顧客が商品の引渡しを受けられない、商品に契約の内容に適合しない事由がある、

または加盟店が商品の正当な返品に応じない等の相当の理由に基づいて顧客が

代金ないし代金相当額の支払いを拒否したとき 

⑤ 顧客が自己の本サービスの利用を否認し、代金ないし代金相当額の支払いを拒否

したとき 

⑥ 顧客が未成年で法定代理人の同意を得ていないことを理由に代金ないし代金相当

額の支払いを拒否したとき 

⑦ 加盟店が当社に取引内容を登録する際に、ギフト取引であるにもかかわらず商品

配送先を登録しなかった場合等当社所定の手続に従わず、これによって集金に困

難が生じるおそれがあるものと当社が判断したとき 

⑧ 加盟店の責めに帰すべき事由その他加盟店側の事由により、当社が顧客から商

品代金を集金できないとき 

⑨ 本サービスに関し、なりすましその他情報が不正に利用されたと当社が判断した場

合 

2. 当社は、第 1項各号のいずれかに該当する可能性があると判断したときは、加盟店ま

たは顧客に対して調査を申し入れることができるものとし、加盟店は、当社への関連

書類やデータ等の提出、当社の加盟店関連施設への立入の許可等、調査に必要な

申し入れに応じて協力をするものとします。また、調査が終了するまで加盟店に対する

譲渡債権に係る支払いを留保することができるものとし、調査を開始した後 1 か月が

経過しても該当事由がないとは認められないと当社が合理的に判断したときは、加盟

店に対して譲渡債権に係る支払いを行う義務を負わず、また既払いの譲渡代金の返

還および発生した督促の費用の支払いを求めることができるものとします。調査が完

了し、当社が譲渡債権に係る支払いを相当と認めた場合には、当社は加盟店に譲渡

債権に係る支払いをするものとします。なお、この場合には、当社は遅延損害金等の

負担はしないものとします。 

3. 前二項による支払金の返還は、第 13条第 3項および第 4項が適用されます。 

4. 当社は、第 1 項もしくは第 2 項により支払いの義務を負わない場合、または既払いの

譲渡代金の返還を受けたときは、加盟店に対して直ちに譲渡債権を譲り渡すものとし

ます。 

第 16条（キャンセルの扱い等） 

1. 加盟店は、第 8 条第 1 項に基づき取引データを当社に送信した後に、顧客から当該

取引データに係る取引の申込みまたは契約の、撤回、取消、解除、または返品（以下

「キャンセル」といいます。）がなされたときは、直ちに当社に対して報告するものとしま

す。 

2. 加盟店が本規約に違反し、当社もしくは顧客に被害があると当社が判断した場合、前

条第 1 項各号に掲げる事由に該当する事実が認められる場合もしくはそのおそれが

あると当社が判断した場合、または、前条第 2項第 2文に該当する場合、当該加盟店



 
 

 

 

は当社の請求に応じ、本サービスに基づき当社が当該加盟店から買い受けた譲渡債

権を額面相当額で買い戻さなければならないものとします。 

3. 加盟店が顧客との間で第 1 項のキャンセルを行った場合、加盟店は当該取引に係る

譲渡債権を当社から額面相当額で買い戻さなければならないものとします。なお、加

盟店は顧客から一部のキャンセルの申し出があったときであっても、譲渡債権につい

ては分割することなく、額面相当額で買い戻すものとします。 

4. 商品の引渡後または顧客による商品代金の支払後に本サービスを利用した加盟店お

よび顧客間の取引にキャンセルが生じたときは、加盟店は顧客との間で直接返品、お

よび返金を行うものとし、当社から顧客への返金は一切行わないものとします。加盟

店は、当社からの返金がなされないことについて顧客に対して十分説明の上、承諾を

得るものとします。 

5. 加盟店と当社の間での譲渡債権の買戻しがなされたときは、当社は、加盟店に対して

当初の債権譲渡契約に基づく譲渡債権に係る代金の支払いを行わず、支払済みの

場合は、買戻し義務の履行により成立した再譲渡契約に係る代金の支払を求めるも

のとします。ただし、顧客から当社に対し当該譲渡債権に係る商品代金の支払いがな

され、かつ、加盟店から当該顧客に対して当該支払金相当額が返還された場合には、

当社は、その返還を確認後に加盟店に対して当該支払金相当額を支払うものとしま

す。この場合、顧客から当社に対して支払われた商品代金に係る債権の譲渡代金を

当社から加盟店に対して支払済みであるときは、当社は、加盟店に対し当該代金の

返還を求めないものとし、当社は顧客から支払われた当該支払代金を保持できるもの

とします。 

6. 前項の場合、当該代金の支払については、第 13条第 3項および第 4項が適用される

ものとします。 

第 17条（商品の所有権） 

加盟店が顧客に通信販売を行った商品の所有権は、当社が加盟店に譲渡債権に係る譲

渡代金の支払いをしたとき、加盟店から当社に移転するものとします。ただし、当社の支

払いが行われた後に、その支払いが取り消された場合、支払いに係る商品の所有権は

加盟店が支払金を当社に返還したときに加盟店に復帰するものとします。 

第 4章 加盟店の義務等 

第 18条（基本的責任） 

1. 商品の品質保証、保守サービス、アフターサービスその他売主としての責任（商品等

が契約の内容に適合していないことに基づく責任を含みます。）は、加盟店が顧客に

対して直接負うものとし、当社は、その責任を負わないものとします。 

2. 加盟店は、前項の売主としての責任および商品の品質、規格、仕様その他商品、販

売方法等取引に関して生じた紛争を直接顧客との間で速やかに解決するものとし、か

かる紛争に関し、当社は一切責任を負わないものとします。 

3. 加盟店は、譲渡債権に関して、顧客との間で紛争が生じ、代金の支払いが円滑に行

なわれないおそれが生じたときは、直ちに当社に対して通知するものとします。 

4 .  加盟店は、消費税法に定める適格請求書の発行を希望する場合、当社に対して適格

請求書の発行に必要な情報を当社所定の方法で提供することにより、当社をして加盟

店に代わって、加盟店が提供した情報にのみ基づき適格請求書を発行させることがで

きます。この場合、加盟店は、当社所定の方法により、消費税法に定める適格請求書

に記載するべき情報について正確かつ適切に入力するものとし、間違いその他の過

誤等（入力漏れを含みますが、これに限られません。）により生じた顧客および税務当

局等との紛争等について、当社は一切の責任を負いません。また、加盟店は、当社が

加盟店に代わって顧客に対して発行した適格請求書に関して顧客との間で対応が必

要となった場合（顧客から適格請求書の発行を求められた場合、適格請求書に関する

問い合わせがあった場合を含みますが、これらに限られません。）には、当社に対して

適格請求書の作成に必要な情報の提供を行うものとし、当社の請求があるときには

自ら顧客に対して適格請求書の発行をすることその他の対応を講ずるものとします。 

第 19条（設備維持等） 

加盟店は、自己の責任で本サービスの導入、維持に必要なコンピュータその他の機器、

システムを用意し、環境を整えるものとします。 

第 20条（禁止事項） 

1. 加盟店は、本サービスを提供するウェブサイトまたはカタログ等、商品の販売および

関連する電子メールを利用するに際して次の行為を行ってはならないものとします。 

① 法令および本規約に違反するおそれのある行為 

② 当社または第三者の著作権、商標権等の知的財産権を侵害するおそれのある行

為 

③ 当社または第三者の財産、プライバシー、肖像権、名誉および信用を侵害するおそ

れのある行為、または他人に不快感を抱かせる行為 

④ 詐欺等の犯罪に結びつくおそれのある行為 

⑤ わいせつ、児童ポルノまたは児童虐待に相当する画像、文書等を送信または表示

する行為 

⑥ 無限連鎖講を開設しまたはこれを勧誘する行為 

⑦ 当社または第三者の設備、システムの運営に支障を生じさせる行為 

⑧ 他人になりすまして情報を発信し、受信し、または店舗を運営する行為 

⑨ 不特定多数の者に大量にまたは求めていない第三者に電子メールを送信する行

為 

⑩ 架空販売または支払い意思のない顧客に対するそれと知った販売行為 

⑪ 本サービスの信用を損なうおそれのある行為 

⑫ その他当社または第三者に不利益を生じさせる行為 

⑬ 前各号のいずれかの行為が見られる他人のデータ、情報等にリンクを設定する行

為 

2. 当社は、前項各号のいずれかの行為に該当するおそれがあると判断した場合、加盟

店に是正の通知をすることができ、加盟店は、これに対して適時誠実に対応し、その

結果を当社に報告するものとします。 

3. 当社は、前項の判断に際して、加盟店に調査を求めることができ、加盟店は、これに

応じるものとします。 

第 21条（加盟店コードの管理責任） 

1. 当社は、各加盟店に対して、本サービスに係る固有の識別記号（以下「加盟店コード」

といいます。）および加盟店コードに紐づけられたパスワード（以下「加盟店パスワード」

といいます。）を付与するものとします。 

2. 加盟店は、自己の責任により加盟店コードおよび加盟店パスワードを管理するものと

し、加盟店コードおよび加盟店パスワードの利用に関しては、加盟店が一切の責任を

負うものとします。 

第 22条（義務等） 

1. 加盟店は、本規約に別途定めるほか、次の場合に直ちに当社に報告するものとしま

す。 

① 加盟店が第 2 条第 1 項により提出した加盟店申込書、審査用資料の内容に変更

があったとき、その他住所、代表者、商号、その他の商業登記簿の記載事項や取

引上の重要な事項に変更が生じたとき 

② 加盟店において第 27条第 1項各号のいずれかに該当する事由が生じたとき 

2. 加盟店は、新たにウェブサイトまたはカタログ等で本サービスを利用する場合、本サー

ビスを利用可能な新たな商材を販売する場合、または当社が承認済みのウェブサイト

もしくはカタログ等において販売方法等や顧客への訴求方法についての変更を生じさ

せる場合は、事前に当社の承認を得るものとします。 

3. 加盟店は、第 1 項第 1 号の報告がなかったことその他正当な理由なく意思表示の通

知が到達することを妨げたことにより、または、その他当社の責によらない事情により、

加盟店への通知、送付書類、支払金等が延着し、または到着しなかった場合には、通

常到着すべき時に加盟店に到着したものとみなされることに、異議なく承諾するものと

します。また、第 1項第 1号の報告がなかったことにより、譲渡債権に係る譲渡代金の

受領に関して紛議が生じた場合、加盟店は責任をもって対処し解決するものとします。 

4. 当社は、加盟店に対し、いつでも、当社が必要と判断する書類の提出を求めることが

できるものとします。加盟店は、当社の求めに従い書類を提出するものとし、正当な理

由なくこれを拒むことはできないものとします。 



 
 

 

 

第 23条（遅延損害金） 

加盟店が当社に対する支払いを遅延した時は、当該支払金に対し支払期日の翌日から

支払日に至るまで、年利 14．6％の 割合（年 365 日の日割計算）による遅延損害金を当

社に支払うものとします。 

第 5章 個人情報の取扱 

第 24条（顧客の個人情報） 

1. 当社および加盟店は、善良なる管理者の注意をもって顧客の個人情報を適切に取り

扱うものとします。 

2. 当社は、本サービスを利用した顧客に関して取得した情報を関係法令（個人情報の保

護に関する法律を含みます。）および当社の定める個人情報保護に関係する規定に

従い適正に利用するものとします。 

3. 加盟店は、本サービスを利用した顧客に関して取得した情報を関係法令（個人情報の

保護に関する法律を含みます。）に従い適正に利用するものとします。 

第 25条（加盟店の個人情報） 

当社は、本サービスの提供に関し、加盟店またはその代表者等から個人情報の提供を

受ける場合には、当該個人情報を別途定める「個人情報の取得に関する同意事項」に従

い取り扱うものとします。 

第 6章 期間および解除 

第 26条（契約期間） 

1. 本規約による本サービスの提供期間は、加盟のときから 1年間とし、期間満了前 3か

月前に当社または加盟店のいずれからも更新しない旨の通知が書面でなされた場合

を除き、更に 1年間継続し、以後も同様とします。 

2. 前項にかかわらず、当社または加盟店は、1 か月前に書面で予告することによって、

理由なく本契約を解約することができるものとします。 

3. 当社および加盟店は、本条に基づき本契約を終了させたことに関して相互に損害賠

償義務を負わないものとします。 

第 27条（契約の解除等） 

1. 当社または加盟店が次のいずれかに該当したときは、その相手方は、何等の催告な

しに、本契約を解除することができるものとします。なお、その場合であっても、解除さ

れた当事者は、相手方に異議の申し立ておよび理由の開示を求めることはできないも

のとします。 

① 本規約に違反し、相手方が相当の期間を定めて催告したにも拘らずこれを是正し

ない場合。ただし、重大な違反の場合は、催告を不要とします。 

② 金融機関から取引停止の処分を受けた場合 

③ 監督官庁より営業の取消、停止等の処分を受けた場合 

④ 第三者より仮差押、仮処分、強制執行、租税滞納処分等の申立てを受けた場合 

⑤ 破産手続開始の申立て、会社法上の特別清算開始の申立て、民事再生手続開始

の申立てもしくは会社更生手続開始の申立ての事実が生じた場合 

⑥ その振り出し、または引き受けをした手形または小切手が不渡りになった場合 

⑦ 社会的・経済的信用の著しい低下、支払不能、支払停止等により事業の継続が著

しく困難になった場合 

⑧ 解散の決議をした場合（合併の場合を除きます。） 

⑨ 第 2条第 2項各号に該当する事由が判明し、または新たに生じた場合 

⑩ 加盟店が第 3条第 1項各号の要件を欠くに至った場合 

⑪ その他本契約を継続しがたい重大な背信行為を行った場合 

2. 当社は、加盟店が次のいずれかに該当したときは、何等の催告なしに、本契約を解除

できるものとします。 

① 加盟店が申込書等の事項を偽った記載したことが判明した場合 

② 加盟店がクレジットカ－ド会社との取引にかかる場合も含めて通信販売制度を悪

用していることが判明した場合 

③ 第 10条第 2項、第 15条第 2項もしくは第 20条第 3項に定める調査への協力、ま

たはその他当社が必要と認める調査への協力を正当な理由なく拒んだ場合 

④ 第 22条の義務等を正当な理由なく怠った場合 

⑤ 本規約に係る重大な違反があった場合 

3. 加盟店が本サービスの利用の如何に関わらず、次のいずれかに該当すると判断した

ときは、当社は、何等の催告なしに、本契約を解除できるものとします。なお、その場

合であっても、加盟店は、異議の申し立ておよび理由の開示を求めることはできない

ものとします。 

① 暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標榜ゴ

ロ、政治活動標榜ゴロ、特殊知能暴力集団またはこれらに準ずるもの（以下「反社

会的勢力」といいます。）、または反社会的勢力であったもの 

② 反社会的勢力と人的、資本的または経済的（不当な利益供与を行う経済取引を含

みます。）に関係があると認められるもの 

③ 自ら反社会的勢力であることを標榜し、または自らの関係者が反社会的勢力であ

ると標榜するもの 

④ 自らまたは第三者を利用して、詐術、暴力的行為、または脅迫的言辞を用いるもの 

⑤ 自らまたは第三者を利用して、名誉や信用等を毀損し、または毀損するおそれの

ある行為をするもの 

⑥ 自らまたは第三者を利用して、業務を妨害し、または妨害するおそれのある行為を

するもの 

⑦ 継続して、あるいは反復して法令に違反し、または公序良俗に反する行為や事業

を行っているもの、あるいは、そのような行為や事業が明らかとなったもの 

⑧ 前各号に定めるほか、自らまたは第三者を利用して、違法行為または不当要求行

為をするもの 

4. 当社または加盟店が第 1 項各号または第 2 項各号のいずれか（ただし、当社につい

ては第 1 項各号の事由に限ります。）に該当したときは、当該当事者は、期限の利益

を喪失し、何ら通知、催告なく直ちに相手方に債務を履行しなければならないものとし

ます。 

5. 前項により加盟店が期限の利益を喪失したときは、当社は、加盟店に対する支払債

務と加盟店の当社に対する支払債務と相殺してその残金を支払うものとし、相殺後も

当社の加盟店に対する債権が超過する場合、加盟店は当社に対し、直ちに超過分の

金銭を支払わなければならないものとします。支払手数料は、加盟店の負担とします。

相殺の充当の順位は、当社の指定するところによるものとします。 

第 28条（契約終了） 

1. 事由の如何を問わず、本規約が終了したときは、次のとおりとします。 

① 契約終了時までの本サービスの利用申込みに対しては、同サービスが終了するま

でなお本規約が適用されるものとします。ただし、当社は、前条による解除の場合、

解除時までの利用申込みに対して本サービスが途中の場合でも以後の利用（立替

金の支払いを含みます。）に応じないことができるものとし、これにより加盟店およ

び顧客に生じた損害に対して一切責任を負わないものとします。 

② 加盟店は、本サービスの商標、ロゴ等の使用、サービス提供の表示等を中止する

ものとします。 

③ 加盟店は、当社が使用を許諾した当社保有のコンピュータプログラムの使用を中

止するものとします。 

2. 当社の債務不履行による場合を除き、既に支払い済みの利用料は、契約終了によっ

て返金されないものとします。 

3. 本契約が終了したときは、本規約と一体となる附属規約に係る契約も同時に終了する

ものとします。 

4. 本サービスの利用に関し既に生じた、またはその後に生じる、加盟店と顧客との取引

および当該取引に関する当社と加盟店の債権債務については、第 15 条の支払金額

の返還等および第 16 条のキャンセルの扱いを含め、引き続き本規約が適用されるも

のとします。なお、契約の終了事由が加盟店の帰責に基づく解除の場合、解除時に残

存する譲渡債権は、全て第 15条第 1項第 8号に該当するものとみなします。 

第 7章 諸規定 

第 29条（秘密保持義務等） 

1. 当社と加盟店は、相手方の書面による承諾なくして、本規約に関連して相手方から開



 
 

 

 

示された技術上、販売上その他業務上の秘密（ノウハウを含みます。以下「本件秘密」

といいます。）を、本契約期間中および本契約終了後 5 年が経過するまでの間、第三

者に対して開示、漏洩せず、また、本件業務遂行の目的以外に使用しないものとしま

す。 

2. 次の各号のいずれかに該当することを開示を受けた当事者が証明できる情報は本件

秘密から除くものとします。 

① 開示の時点で既に公知のもの、または開示後情報を受領した当事者の責によらず

して公知となったもの 

② 開示を行った時点で既に相手方が保有しているもの 

③ 第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手したもの 

④ 開示に関係なく、独自に開発したもの 

第 30条（権利義務の譲渡） 

加盟店は、当社の書面による承諾を得ない限り、本規約に基づき生ずる一切の権利義

務（債権および債務を含みます。）の全部または一部を、第三者に譲渡し、または担保に

供しないものとします。 

第 31条（規約の制定、変更） 

1. 当社は、次の各号に該当する場合には、あらかじめ、効力発生日を定め、本規約を変

更する旨、変更後の内容および効力発生時期を、当社のホームページにおいて公表

するほか、必要があるときにはその他相当な方法で加盟店に周知した上で、本規約を

変更することができるものとします。 

① 変更の内容が加盟店の一般の利益に適合するとき 

② 変更の内容が本契約に係る取引の目的に反せず、変更の必要性、変更後の内容

の相当性その他の変更に係る事情に照らし、合理的なものであるとき 

2. 前項に基づく規約の変更の公表または周知内容をお知らせした後、1 ヶ月以内に異議

を述べない場合、加盟店は変更内容および新規約を承認したものとみなされることに

異議のないものとします。 

第 32条（通知の方法） 

本規約における通知、報告は、本規約で別段の定めがないときは、郵便、宅配便、電子

メールまたはファックスによるものとします。 

第 33条（準拠法および管轄） 

本規約の準拠法は日本法とします。本規約に関して紛争が生じた場合には、東京地方裁

判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

（2003年 6月 26日実施） 

（2005年 1月 31日改訂） 

（2005年 10月 1日改訂） 

（2006年 6月 6日改訂） 

（2007年 7月 1日改訂） 

（2007年 9月 10日改訂） 

（2007年 12月 1日改訂） 

（2008年 6月 2日改訂） 

（2008年 12月 1日改訂） 

（2009年 10月 1日改訂） 

（2012年 1月 16日改訂） 

（2014年 4月 1日改訂） 

（2019年 4月 15日改訂） 

（2020年 4月 1日改訂） 

（2021年 1月 1日改訂） 

（2022年 9月 1日改訂） 

（2023年 10月 1日改訂） 



 
 

 

 

（別紙）料金表 

○ ご利用料金（債権買取） 

プラン名 
NPサービス料金（債権買取手

数料） 
 月額固定費※ 

請求書発行等手数料 

請求書発行・ 

郵便料金※ 

電子バーコー

ド発行料金※ 

Aプラン 顧客請求金額の5.0％  0円 

1取引毎に252

円 

1取引毎に174

円 

Bプラン 顧客請求金額の4.4％  5,000円 

Cプラン 顧客請求金額の3.6％  20,000円 

Dプラン 顧客請求金額の2.9％  48,000円 

 ※別途消費税がかかります。 

 

＊ コンビニエンスストアでの収納が 50,000円以上の場合は、収入印紙相当の実費（税

抜 200円）をご負担いただきます。 

＊ ゆうちょ銀行および郵便局での収納が 50,000円以上の場合は、ゆうちょ銀行手数料

（税抜 210円）をご負担いただきます。 

＊ 銀行振り込みの場合のみ、振込手数料は別途顧客負担となります。 

＊ 配送伝票番号の登録後に取引キャンセルがあった場合、請求書発行等手数料のみ

ご負担いただきます。 

 

○ 銀行振込手数料 

ご指定口座 1万円以下 3万円未満 3万円以上 

三井住友銀行 100円 200円 400円 

他行 400円 500円 700円 

＊別途消費税がかかります。 
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ＮＰ後払い wiz 加盟店規約 

 

この規約（以下「本規約」といいます。）は、株式会社ネットプロテクションズ（以下「当社」

といいます。）が加盟店（本規約を同意の上、第 2条に基づき当社に対して加盟の申込み

をし、当社がこれを承認した者をいいます。以下同じです。）に対して、インターネットにお

ける商取引の決済等のサービスである「ＮＰ後払い wiz」サービスを提供することについて

の当社と加盟店の間の契約関係を規定するものです。 

第 1章 総則 

第 1 条（サービスの内容） 

1.当社は、加盟店に対して、本規約（本規約と一体となる附属規約を含みます。以下同じ

です。）に従い、次の「ＮＰ後払い wiz」サービス（以下「本サービス」といいます。）を提供

します。なお、本サービスは、郵便振替、コンビニエンスストア収納代行、銀行振込等の

当社指定の方法による後払い決済を指します。 

① 加盟店の顧客（以下「顧客」といいます。）が支払う代金に係る加盟店に対する早期

立替払い 

② 当社所定の方法に従い、請求書を加盟店もしくは当社が顧客に対し発行します。

初回請求書を加盟店が発行する場合を「請求書同梱取引｣とし、当社が発行する場

合を「請求書別送取引」とします。 

③ 加盟店の顧客に対する商品配送に関する情報管理システムの提供 

④ その他当社が随時指定する各種サービス 

2.本サービスの対象となるのは、加盟店が顧客に対して行う継続的取引でない物品（宅

配可能な有体物であり、役務、権利等を含みません。）の販売（レンタル等は含みませ

ん。）に限ります。 

第 2 条（加盟店申込み） 

1. 加盟店の申込みをする者（以下「申込者」といいます。）は、本規約に同意したうえで、

当社に対して次の書類を提出するものとします。 

① 加盟店申込書 

② 当社所定の審査用資料（登記簿謄本等） 

2. 当社は、前項に基づく申込みを受けた場合には、当該申込者につき当社所定の審査

をした上、加盟店として承認するか否かを決定するものとします。申込者は、当社が加

盟の申込みを承認しない場合でも、当社に対し、異議の申立ておよび理由の開示を

求めることはできないものとします。なお、次のいずれかに該当するときは、当社は、

申込者の申込みを承認しません。 

① 申込者が虚偽の事実を申告したとき 

② 申込者がその責めに帰すべき事由により過去に当社の本規約に係る契約（以下

「本契約」といいます。）その他の当社の加盟店契約またはこれに類似する他社と

の契約を解除されたことがあるとき 

③ 申込者が当社に対して負担する債務の支払遅滞、申込者に関する苦情、行政機

関からの指導等により、申込者の信用性に疑問が存すると当社が判断したとき 

④ 申込者に対する本サービスの提供が当社の業務に関して支障またはシステムの

不都合等を発生させるおそれがあると当社が判断したとき 

⑤ 申込者が当社の指定する所定の書類または当社が追加で求める書類の提出を行

わないとき 

⑥ その他、加盟店として不適当であると当社が判断したとき 

第 3 条（本サービス提供の要件） 

1. 加盟店は、本サービスの提供を受けるために次の要件を満たすものとします。 

① 加盟店が電子商取引等の通信販売により物品を販売する事業者であり、本サービ

スを利用できるシステムを有していること 

② 当社が審査し承認したウェブサイトまたはカタログ等で商品を販売すること 

③ 当社の支払業務の受託者が加盟店に対する与信を承認していること 

④ 取引を行うウェブサイトまたはカタログ等に本サービスの利用に関する当社所定の

文言、ロゴ等を表示すること 

⑤ 当社が提供する当社所定のシステムを利用して販売すること 

⑥ 販売等が加盟店により本サービスを利用し不当な利益を得るためになされた自社

に対するものでないこと 

⑦ 販売等が加盟店の役員、従業員、またはその家族により本サービスを利用し不当

な利益を得るためになされたものでないこと 

⑧ 商品等の販売等に係る契約の締結から 2 か月以内に当社が顧客から譲渡対象債

権の弁済を受けることが可能となるように、当社に対して売上確定報告を行うこと 

⑨ 当社からの加盟店に対する連絡に、相当期間内に応じること 

⑩ その他当社が指定する要件 

2. 加盟店は、顧客に対して本サービスを利用すること（当社所定の利用条件その他の内

容を含みます。）を告知するものとし、顧客から利用の承諾を得た場合のみ、本サービ

スを利用することができるものとします。加盟店は、顧客の承諾を得ずに本サービスを

利用して生じた紛争処理については、全責任を負うものとします。 

3. 加盟店は、請求書同梱取引を利用する場合、次の条件に従うものとします。 

① 加盟店は、当社が別途定める方法で本サービスを利用する環境等（請求書印刷用

アプリケーション、印刷機、請求書に情報を印字する際のインクや請求書用紙など

の資材、作成時期、業務を委託する場合の委託先企業等）を整備し、事前に当社

の承認を得るものとします。その整備に関する費用については、すべて加盟店が

負担するものとします。 

② 加盟店は、本サービスを利用する環境等の変更を行う場合、事前に当社所定の方

法により申請を行い、当社による承認後、本サービスを利用できるものとします。 

③ 加盟店は、当社所定の請求書用紙を利用する場合、用紙の管理・発注は加盟店に

て行うものとし、発注方法、配送方法および納期については、当社が別途定める方

法によるものとします。 

④ 加盟店は、当社が、ヴァージョンアップ等で、請求書印刷用アプリケーション、請求

書用紙等、本サービスを利用する環境の変更を行う場合、合理的な範囲で従うも

のとします。 

4. 加盟店は、請求書別送取引を利用する場合、次の条件に従うものとします。 

① 加盟店は、ギフト用の取引など顧客と商品受取人の氏名、名称または住所が異な

る（贈答品の場合を含みます。）場合には、当社に対して請求書別送取引として報

告するものとします。 

② 加盟店は、商品受取人の情報を必要な範囲で当社に報告するものとします。 

③ 当社は、顧客に連絡が取れない場合など、必要に応じて当社から商品受取人に直

接連絡することができるものとします。 

5. 加盟店は、本サービスの提供を受けるに際し、本サービスに関連する第三者と合意が

必要になるときには、当該合意を書面等で行うものとします。 

6. 当社は、加盟店が本条第 1 項各号の要件を満たしていないと判断した場合、加盟店

による本サービスの利用を、相当期間停止または中止することができるものとします。 

7. 当社は、顧客による代金支払の延滞、商品に関するクレーム、抗弁の主張またはこれ

に準ずる顧客との取引に関する問題の発生状況等に応じ、任意の判断により、加盟

店による本サービスの利用を相当期間停止、または中止することができるものとしま

す。 

第 4 条（販売商品に関する規制） 

1. 加盟店は、商品の販売に関して次の条件に従わなければならないものとします。 

① 法令、公序良俗に違反するおそれのある商品を取り扱わないこと 

② 古物、酒類、米穀類等取り扱いに法律上の手続が必要な場合には、その手続を完

了すること 

③ 特定商取引に関する法律、消費者契約法、不当景品類及び不当表示防止法その

他適用を受ける法令に従った販売方法、表示方法および広告方法を行うこと 

④ 電子消費者契約及び電子承諾通知に関する民法の特例に関する法律における確



 
 

 

 

認措置を講じること 

⑤ 特定商取引に関する法律第 14 条第 1 項第 2 号、同施行規則第 16 条第 1 項で禁

止される「顧客の意に反して契約の申込みをさせようとする行為」をしないこと 

⑥ ウェブサイトまたはカタログ等上で顧客が操作ミス、勘違い等による錯誤を生じない

ような分かりやすい申込画面や記載表現を設定すること 

⑦ 公的機関から命令、指導等がなされた場合は、それを遵守すること 

⑧ 法令により顧客の保護措置が講じられたときは、その措置に従うこと 

2. 加盟店は、顧客または第三者から前項各号のいずれかに反する旨の指摘等がなされ

たときは、誠意をもってこれに対応するものとし、自己の責任および費用の負担をもっ

てその疑いが生じない措置を講じるものとします。 

3. 加盟店は、当社が不適当と判断した商品については、本サービスを利用することがで

きないものとします。 

4. 加盟店は、新たな商品を販売する際は、事前に当社の承認を得るものとします。 

第 2章 本サービスの利用 

第 5 条（決済手段の種類） 

加盟店が本サービスを利用する際に受け付けることが可能な顧客の代金決済手段は、

郵便振替、コンビニエンスストア収納代行、銀行振込等の当社指定の方法（これらの決

済方法を以下「後払い決済」といいます。）とします。 

第 6 条（後払い決済） 

1. 当社は、顧客が加盟店との間で締結した商品の販売に係る契約の決済手段として後

払い決済を指定した場合には、加盟店が当該顧客に対し取得する代金債権（以下「譲

渡債権」といいます。）を加盟店からその額面相当額で買い受け、加盟店に対し、顧客

の加盟店に対する支払いを立替払いし、当社または当社が指定する者（以下「収納代

行者」といいます。）を通じて顧客に対して代金の請求を行い、直接または第三者に委

託して支払いを受けるものとします。この場合、当社所定の収納費および請求書発行

等の手数料がかかるものとし、同手数料は、加盟店、顧客のいずれが負担することも

できるものとします。なお、振込等の支払手数料は、顧客が負担するものとします。 

2. 加盟店より請求書同梱取引として登録があった場合は、初回の請求書は加盟店が発

行し、請求書の再発行および督促時の請求書の発行については、当社が行うものとし

ます。 

3. 加盟店より請求書別送取引として登録があった場合は、初回の請求書、請求書の再

発行および督促時の請求書の発行は当社が行うものとします。 

4. 当社は、顧客が請求書記載の期限までに代金の全部の支払いを行わなかった場合

には、顧客に対して当社が任意に選択する手段により督促を行うものとします。 

5. 収納代行者は、後払い決済を利用した顧客の支払金を当社に支払うものとし、加盟店

はこれを異議なく承諾します。 

第 7 条（取引の限度額） 

当社は、本サービスの対象となる取引の限度額および条件を随時任意に設定することが

できるものとします。当社は、顧客が後払い決済を利用できる取引の限度額として、1 回

の取引当たりの利用金額の上限額および同一の顧客の当社に対する未決済の代金の

累計金額の上限額をそれぞれ設定することができるものとします。 

第 8 条（データ送信） 

1. 加盟店は、当社に対し、本サービスを利用しようとする全ての取引につき、当社所定

の取引情報（以下「取引データ」といいます。）を当社所定の方法で送信するものとしま

す。 

2. 当社は、加盟店から受け取った取引データに基づき、本サービスを提供するものとし、

そのデータの間違い等により生じた損害、顧客との紛議解決は、加盟店が自己の責

任および費用の負担において行うものとします。 

3. 当社は、顧客に対して随時電子メールその他の方法で請求、支払の案内その他の事

項を通知することができるものとします。また、当社が求めたときは、加盟店は、顧客

に対して電子メールその他の方法で支払の案内その他当社の指定する事項を通知す

るものとします。 

第 9 条（請求書同梱取引の請求書発行） 

1. 加盟店は、請求書同梱取引において、当社所定の方法により、初回の請求書を発行

し、商品に同梱し、顧客に届けるものとします。また、加盟店は、その発行する請求書

を当社が定めた内容で作成し、改竄してはならないものとします。 

2. 請求書同梱取引において、請求書を発行する際に発生する費用（誤印字・誤印刷・紙

詰まり等の発生により発生する費用等を含むがこの限りではありません）は、加盟店

の負担とします。 

3. 加盟店は、請求書同梱取引において、顧客から請求書の再発行依頼があった場合、

加盟店にて請求書の再発行は行わず、所定の方法に従い当社に連絡するものとしま

す。 

4. 加盟店は、請求書同梱取引において、発行する請求書が顧客に届く期間を考慮し、期

限切れの請求書を届けないようにするものとします。 

5. 加盟店は、請求書同梱取引における請求書発行に関するシステム、運用または作業

等により、顧客および当社の運用等に被害を与える状況を発見した場合、その改善が

なされるまで、速やかに本サービスの利用を停止し、当社に対し状況の報告を行うも

のとします。また、加盟店は、本サービスを利用した顧客に対し影響がある場合は、顧

客の混乱をさけるため、当社が指定する方法および内容で顧客に対し通知をするもの

とします。 

6. 前項の場合において、当社は、加盟店に対し、状況の報告および改善の要請ができ

るものとし、改善がなされない場合は本サービスの停止等を行うことができるものとし

ます。 

第 10条（集荷・配送） 

1. 加盟店は、本サービスを利用する取引に係る商品の集荷・配送に際して、当社所定の

運送会社を当社所定の方法で利用するものとします。 

2. 加盟店は、前項の運送会社による本サービスを利用する取引に係る商品の集荷後、

直ちに当社に対して運送伝票番号その他当社所定の情報を伝達するものとします。 

3. 加盟店は、商品の集荷・配送その他の運送に関して、直接運送会社との間で連絡、確

認等を行うものとします。 

4. 前項にかかわらず、加盟店は、第 2項の情報伝達後に顧客の住所またはその他当社

が指定する事項の変更が生じた場合には、当社に対しても電子メールによる通知を行

うものとします。 

5. 加盟店は、第 2項により情報を伝えた場合には、その後に注文が取り消された場合そ

の他いかなる事由が生じた場合にも、当社に対して当社所定の手数料を支払うものと

します。 

6. 当社は、本サービスを利用する取引に係る商品の集荷・配送等に関して、加盟店の同

意なく、直接運送会社から情報を得ることができ、またこれに対して情報を提供するこ

とができるものとし、加盟店は、これらをあらかじめ異議なく承諾します。 

7. 加盟店は、運送会社の配送完了（以下「着荷」といいます。）のデータ処理にかかわら

ず、顧客が、本サービスが利用された取引に係る商品の受け取りを否定しているとき

は、運送会社と協力して事実を確認して適切な処理を行うものとします。この場合、当

社は、顧客への現実の着荷が証明されるまで、着荷がないものとみなすことができる

ものとします。 

8. 加盟店が、商品の破損、紛失等につき、運送会社が補償義務を負わない、またはそ

の補償が運賃相当分に限定された配送サービス（当社指定のメール便サービスに限

ります。以下「メール便」といいます。 ）を利用して配送を行った取引について、商品の

受領、破損、紛失等の売買または運送に関連する事由により、顧客が代金または代

金相当額の支払いを拒否し、またはその他顧客からの集金に困難が生じるおそれが

あると当社が判断したときは、当社がメール便の取引を承認した場合においても、当

社は加盟店に対して、第 14 条の支払いを行う義務を負わず、また既払いの支払金の

返還を求めることができるものとします。 

第 11条（本サービスを提供しない事由） 

1. 第 1 条第 1 項の規定にかかわらず、当社は、次のいずれかに該当する場合、顧客か

ら加盟店に対し本サービスを利用した商品購入の申し入れがなされても、本サービス

の提供をしないことができるものとします。なお、第 6号ないし第 11号に該当するか否



 
 

 

 

かは、当社の任意の判断によるものとし、加盟店は、当社に対し、当社の判断に関す

る異議の申し立ておよび理由の開示を求めることはできないものとします。 

① 本サービスの対象となる取引が第 7 条に定める限度額を越えた場合（商品の全額

について本サービスの提供をいたしません。） 

② 加盟店が第 3条第 3項および第 4項の条件に従わない場合または第 9 条第 1 項

に定める当社所定の方法を用いない場合 

③ 第 10条第 1項に定める当社所定の方法等を用いない配送をした場合 

④ 加盟店が第 3 条第 1 項各号のいずれかの要件を満たしていない場合または同条

第 2項の利用の承諾を得ていない場合 

⑤ 本規約に違反または本規約が禁止している内容の取引である場合 

⑥ 加盟店による架空の注文（加盟店が第三者と意を通じる場合を含みます。）の疑い

があると当社が判断した場合 

⑦ 当社の過去の取引記録等により、顧客に信用上問題があると当社が判断した場合 

⑧ 顧客による誤発注その他不自然な注文と当社が判断した場合 

⑨ 加盟店または顧客が悪意を持って情報を改ざんし、または悪用している疑いがあ

ると当社が判断した場合 

⑩ 加盟店または顧客が、事実と異なる情報に基づく取引を行っている疑いがあると当

社が判断した場合 

⑪ その他、代金の円滑な支払いがなされないおそれがある、または、加盟店もしくは

顧客と当社の取引に合理性が欠けると当社が判断した場合 

2. 当社は、前項各号のいずれかに該当する可能性があると判断したときは、加盟店また

は顧客に対して調査を申し入れることができるものとし、加盟店はこれに協力をするも

のとします。また、当社による調査が終了するまでの間、加盟店は、同顧客による本

サービスを利用した商品購入の申し入れに対する承諾を留保するものとします。 

3. 第 1項第 3号の場合、加盟店は、商品を出荷した後、直ちに当社に対して当社所定の

方法でその旨の通知をするものとします。 

第 12条（本サービスの中断） 

当社は、定期点検等の事由が生じた場合には、加盟店に事前に通知することにより、ま

た、以下のいずれかの事由が生じた場合には、加盟店に事前に通知することなく、一時

的にサービスを中断することがあります。 

① 本サービスに用いる設備等の保守を緊急に行う場合 

② 地震、洪水、津波等の天災によりサービスの提供ができなくなった場合 

③ 火災、停電その他の不慮の事故によりサービスの提供ができなくなった場合 

④ 戦争、紛争、動乱、暴動、騒乱、労働争議等により本サービスの提供ができなくな

った場合 

⑤ その他、運営上または技術上当社がサービスの一時的な中断が必要と任意に判

断した場合 

第 13条（責任） 

1. 当社は、加盟店に対し、NP 加盟店管理システム（本サービスによる決済が行われた

取引に関する情報を管理することができるシステムをいいます。以下同じ。）を提供す

るものとし、加盟店はこれを利用することができるものとします。 

2. 当社は、本サービスの利用に関して加盟店に生じた損害(NP 加盟店管理システムの

利用の中断、提供するアプリケーションの不具合を含みますが、これらに限られませ

ん。)につき一切の責任を負わないものとします。 

3. 加盟店は、自己が行う本サービスを利用した取引に関し、当社が第三者から著作権

等の知的財産権侵害その他の権利侵害および食品衛生法違反、医薬品、医療機器

等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以下、「薬機法」といいます。）

違反その他の法令違反等の主張がなされないように努めるものとします。 

4. 加盟店は、前項の規定にかかわらず、加盟店が行う本サービスを利用した取引に関

して、第三者から当社に対して、著作権等の知的財産権侵害その他の権利侵害およ

び食品衛生法違反、薬機法違反その他の法令違反等の主張がなされたときは、自己

の責任および費用の負担において対処するものとし、当社に生じた損害および費用を

すべて補償し、かつ賠償するものとします。 

第 3章 加盟店に対する支払、利用料 

第 14条（加盟店に対する支払い） 

1. 加盟店は、当社に対し、譲渡債権（諸経費を含む。）を発生と同時に譲渡します。 

2. 前項に基づく譲渡債権の譲渡に係る代金は、譲渡債権の額面相当額とし、当社は、

加盟店に対し、当該代金を本規約に従うほか別途合意する条件で支払うものとします

（なお、現実の着荷が確認できた取引を支払い対象とします。）。ただし、当社は、加盟

店において本規約に違反する事由が存在する場合、または当該譲渡債権の発生原

因となった取引において契約の内容に適合しない事由、本規約に違反する事由、その

他加盟店に起因した代金の集金困難となるおそれを生じさせる事由が存在すると判

断した場合は、その旨を加盟店に通知し、かかる事由が存在しないことの証明が加盟

店によりなされるまで、譲渡債権の譲渡代金の支払いを留保することができるものとし

ます。 

3. 当社は、加盟店に対して譲渡債権の譲渡代金の支払いその他本規約に基づく支払い

を行う場合、その時点で生じている加盟店の当社に対する一切の支払債務（次条に規

定する利用料および第 17 条第 2 項または第 3 項に基づき譲渡債権の買い戻しが実

行された場合における譲渡代金を含みます。支払期限を問いません。）と相殺してそ

の残金を支払うことができるものとします。また、当社が加盟店に対し前記の支払いを

行う場合に必要となる手数料は、加盟店の負担とし、相殺の充当の順位は、当社の指

定するところによるものとします。 

4. 加盟店は、前項に基づく相殺後も当社の加盟店に対する債権が超過する場合、当社

に対し、当社の発行する請求書に応じ、その指定する期限までに超過分の金銭を支

払わなければならないものとします。その際、支払いに際して必要となる手数料は、加

盟店の負担とします。 

5. 当社は、本規約による本サービスの提供期間が終了したときは、第 16 条の支払金の

返還その他加盟店の当社に対する債務が発生しないことが確定するまでの間、譲渡

債権の譲渡代金の支払いを留保することができるものとします。 

6. 加盟店は、当社が債権譲渡の対抗要件、支払いの案内、その他当社の指定する事項

を顧客に対して通知し、または当該事項に関して証明書を発行すること等を求めたと

きは、これに応じるものとします。 

7. 加盟店は、本規約に係る契約に基づき当社に譲渡することとなる譲渡債権について、

当社による承諾がない限り、当社または当社が指定する者以外の者に対して、譲渡し

ないものとします。 

8. 当社は、本サービスの後払い決済に関する業務を任意に第三者に委託することがで

きるものとします。 

第 15条（本サービス利用料） 

1. 加盟店は、当社に対し、以下に定める区分ごとに別途当社が定める本サービスの利

用料（以下「利用料」といいます。）を支払うものとします。なお、本規約による本サービ

スの提供期間中に利用料が変更された場合には、第 3 項に基づく利用料の支払い債

務発生時点の利用料が適用されるものとします。 

① 初期導入費（消費税別） 

② NP後払い wiz月額運用費 

③ NPサービス料金（債権買取手数料） 

④ 月額固定費（消費税別） 

⑤ 収納費（消費税別） 

⑥ 請求書発行・郵便料金（消費税別） 

⑦ 電子バーコード発行料金（消費税別） 

2. 当社は、第 3 条第 7 項に該当する事由が発生したときその他加盟店の財産状況や経

済情勢等に鑑み利用料の変更が必要と判断したときは、利用料の変更を行うことがで

きるものとします。 

3. 第 10条第 2項により運送伝票番号の情報が当社に伝達されたとき、または、第 11条

第 3項により当社に通知がされたときに利用料の支払い債務が生じるものとします。 

4. 請求書別送取引において、利用料が生じた後に申込みのキャンセルその他いかなる

事由が生じた場合であっても当社は加盟店に対して請求書発行・郵便料金および電



 
 

 

 

子バーコード発行料金（以下総称して「請求書発行等手数料」といいます。）を返還し

ないものとします。 

第 16条（支払金額の返還等） 

1. 当社は、第 14条第 2 項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合、または

そのおそれがあると当社が判断した場合は、加盟店に対して譲渡債権に係る譲渡代

金の支払いを行う義務を負わないものとします。なお、加盟店は、当社が譲渡債権に

係る譲渡代金を支払った後に次のいずれかに該当すること、またはそのおそれがある

と当社が判断した場合には、既払いの譲渡債権に係る譲渡代金を当社に返還するも

のとします。 

① 契約、または法律が定める事由に該当することによって（顧客から何らかの抗弁を

主張される場合を含みます。）、当社顧客に対して代金ないし代金相当額の請求が

できないとき、または既に受領した代金ないし代金相当額を顧客に返還する義務

が生じたとき 

② 譲渡債権が本規約に違反し、または規約が禁止している取引に基づき発生したも

のであるとき 

③ 譲渡債権に関して加盟店と顧客の間に紛争が生じ、速やかに解決ができないとき 

④ 顧客が商品の引渡しを受けられない、商品に契約の内容に適合しない事由がある、

加盟店が商品の正当な返品に応じない等の相当の理由に基づいて顧客が代金な

いし代金相当額の支払いを拒否したとき 

⑤ 顧客が自己の本サービスの利用を否認し、代金ないし代金相当額の支払いを拒否

したとき 

⑥ 顧客が未成年で法定代理人の同意を得ていないことを理由に代金ないし代金相当

額の支払いを拒否したとき 

⑦ 加盟店が当社に取引内容を登録する際に、ギフト用など配送先が異なる取引であ

るにもかかわらず商品配送先を登録しなかった場合等当社所定の手続に従わず、

これによって集金に困難が生じるおそれがあるものと当社が判断したとき 

⑧ 加盟店の責めに帰すべき事由その他加盟店側の事由により、当社が顧客から商

品代金を集金できないとき 

2. 当社は、第 1項各号のいずれかに該当する可能性があると判断したときは、加盟店ま

たは顧客に対して調査を申し入れることができるものとし、加盟店は、当社への関連

書類やデータ等の提出、当社の加盟店関連施設への立入の許可等、調査に必要な

申し入れに応じて協力をするものとします。また、調査が終了するまで加盟店に対する

譲渡債権に係る支払いを留保することができるものとし、調査を開始した後 1 か月が

経過しても該当事由がないとは認められないと当社が合理的に判断したときは、加盟

店に対して譲渡債権に係る支払いを行う義務を負わず、また既払いの譲渡代金の返

還および発生した督促の費用の支払いを求めることができるものとします。調査が完

了し、当社が譲渡債権に係る支払いを相当と認めた場合には、当社は加盟店に譲渡

債権に係る支払いをするものとします。なお、この場合には、当社は遅延損害金等の

負担はしないものとします。 

3. 前二項による支払金の返還については、第 14 条第 3 項および第 4 項が適用されま

す。 

4. 当社は、第 1 項もしくは第 2 項により支払いの義務を負わない場合、または既払いの

譲渡代金の返還を受けたときは、加盟店に対して直ちに譲渡債権を譲り渡すものとし

ます。 

第 17条（キャンセルの扱い等） 

1. 加盟店は、第 8 条第 1 項に基づき取引データを当社に送信した後に、顧客から当該

取引データに係る取引の申込みまたは契約の撤回、取消、解除、または返品（以下

「キャンセル」といいます。）がなされたときは、直ちに当社に対して報告するものとしま

す。 

2. 加盟店が本規約に違反し、当社もしくは顧客に被害があると当社が判断した場合、前

条第 1 項各号に掲げる事由に該当する事実が認められる場合もしくはそのおそれが

あると当社が判断した場合、または、前条第 2項第 2文に該当する場合、当該加盟店

は当社の請求に応じ、本サービスに基づき当社が当該加盟店から買い受けた譲渡債

権を額面相当額で買い戻さなければならないものとします。 

3. 加盟店が顧客との間で第 1 項のキャンセルを行った場合、加盟店は当該取引に係る

譲渡債権を当社から額面相当額で買い戻さなければならないものとします。なお、加

盟店は顧客から一部のキャンセルの申し出があったときであっても、譲渡債権につい

ては分割することなく、額面相当額で買い戻すものとします。 

4. 商品の引渡後または顧客による商品代金の支払後に本サービスを利用した加盟店お

よび顧客間の取引にキャンセルが生じたときは、加盟店は顧客との間で直接返品、お

よび返金を行うものとし、当社から顧客への返金は一切行わないものとします。加盟

店は、当社からの返金がなされないことについて、顧客に対して十分に説明の上、承

諾を得るものとします。 

5. 加盟店と当社の間での譲渡債権の買戻しがなされたときは、当社は、加盟店に対して

当初の債権譲渡契約に基づく譲渡債権に係る代金の支払いを行わず、支払い済みの

場合は、買戻し義務の履行により成立した再譲渡契約に係る代金の支払を求めるも

のとします。ただし、顧客から当社に対し当該譲渡債権に係る商品代金の支払いがな

され、かつ加盟店から当該顧客に対して当該支払金相当額が返還された場合には、

当社は、その返還を確認後に加盟店に対して当該支払金相当額を支払うものとしま

す。この場合、顧客から当社に対して支払われた商品代金に係る債権の譲渡代金を

当社から加盟店に対して支払済みであるときは、当社は、加盟店に対し当該代金の

返還を求めないものとし、当社は顧客から支払われた当該支払代金を保持できるもの

とします。 

6. 前項の場合、当該代金の支払については、第 14条第 3項および第 4項が適用される

ものとします。 

第 18条（商品の所有権） 

加盟店が顧客に通信販売を行った商品の所有権は、当社が加盟店に譲渡債権に係る譲

渡代金の支払いをしたとき、加盟店から当社に移転するものとします。ただし、当社の支

払いが行われた後に、その支払いが取り消された場合、支払いに係る商品の所有権は

加盟店が支払金を当社に返還したときに加盟店に復帰するものとします。 

第 4章 加盟店の義務等 

第 19条（基本的責任） 

1. 商品の品質保証、保守サービス、アフターサービスその他売主としての責任（商品が

契約の内容に適合していないことに基づく責任を含みます。）は、加盟店が顧客に対し

て直接負うものとし、当社は、その責任を負わないものとします。 

2. 加盟店は、前項の売主としての責任および商品の品質、規格、仕様その他商品、販

売方法等取引に関して生じた紛争を直接顧客との間で速やかに解決するものとし、か

かる紛争に関し、当社は一切責任を負わないものとします。 

3. 加盟店は、譲渡債権に関して、顧客との間で紛争が生じ、代金の支払いが円滑に行

なわれないおそれが生じたときは、直ちに当社に対して通知するものとします。 

4 .  加盟店は、消費税法に定める適格請求書の発行を希望する場合、当社に対して適格

請求書の発行に必要な情報を当社所定の方法で提供することにより、当社をして加盟

店に代わって、加盟店が提供した情報にのみ基づき適格請求書を発行させることがで

きます。この場合、加盟店は、当社所定の方法により、消費税法に定める適格請求書

に記載するべき情報について正確かつ適切に入力するものとし、間違いその他の過

誤等（入力漏れを含みますが、これに限られません。）により生じた顧客および税務当

局等との紛争等について、当社は一切の責任を負いません。また、加盟店は、当社が

加盟店に代わって顧客に対して発行した適格請求書に関して顧客との間で対応が必

要となった場合（顧客から適格請求書の発行を求められた場合、適格請求書に関する

問い合わせがあった場合を含みますが、これらに限られません。）には、当社に対して

適格請求書の作成に必要な情報の提供を行うものとし、当社の請求があるときには

自ら顧客に対して適格請求書の発行をすることその他の対応を講ずるものとします。 

第 20条（設備維持等） 

加盟店は、自己の責任で本サービスの導入、維持に必要なコンピュータその他の機器、

システムを用意し、環境を整えるものとします。 

第 21条（禁止事項） 



 
 

 

 

1. 加盟店は、本サービスを提供するウェブサイトまたはカタログ等、商品の販売および

関連する電子メールを利用するに際して次の行為を行ってはならないものとします。 

① 法令および本規約に違反するおそれのある行為 

② 当社または第三者の著作権、商標権等の知的財産権を侵害するおそれのある行

為 

③ 当社または第三者の財産、プライバシー、肖像権、名誉および信用を侵害するおそ

れのある行為、または他人に不快感を抱かせる行為 

④ 詐欺等の犯罪に結びつくおそれのある行為 

⑤ わいせつ、児童ポルノまたは児童虐待に相当する画像、文書等を送信または表示

する行為 

⑥ 無限連鎖講を開設しまたはこれを勧誘する行為 

⑦ 当社または第三者の設備、システムの運営に支障を生じさせる行為 

⑧ 他人になりすまして情報を発信し、受信し、または店舗を運営する行為 

⑨ 不特定多数の者に大量にまたは求めていない第三者に電子メールを送信する行

為 

⑩ 架空販売または支払い意思のない顧客に対するそれと知った販売行為 

⑪ 本サービスの信用を損なうおそれのある行為 

⑫ その他当社または第三者に不利益を生じさせる行為 

⑬ 前各号のいずれかの行為が見られる他人のデータ、情報等にリンクを設定する行

為 

2. 当社は、前項各号のいずれかの行為に該当するおそれがあると判断した場合、加盟

店に是正の通知をすることができ、加盟店は、これに対して適時誠実に対応し、その

結果を当社に報告するものとします。 

3. 当社は、前項の判断に際して、加盟店に調査を求めることができ、加盟店は、これに

応じるものとします。 

第 22条（加盟店コードの管理責任） 

1. 当社は、各加盟店に対して、本サービスに係る固有の識別記号（以下「加盟店コード」

といいます。）および加盟店コードに紐づけられたパスワード（以下「加盟店パスワード」

といいます。）を付与するものとします。 

2. 加盟店は、自己の責任により加盟店コードおよび加盟店パスワードを管理するものと

し、加盟店コードおよび加盟店パスワードの利用に関しては、加盟店が一切の責任を

負うものとします。 

第 23条（義務等） 

1. 加盟店は、本規約に別途定めるほか、次の場合に直ちに当社に報告するものとしま

す。 

① 加盟店が第 2 条第 1 項により提出した加盟店申込書、審査用資料の内容に変更

があったとき、その他住所、代表者、商号、その他の商業登記簿の記載事項や取

引上の重要な事項に変更が生じたとき 

② 加盟店において第 28条第 1項各号のいずれかに該当する事由が生じたとき 

2. 加盟店は、新たにウェブサイトまたはカタログ等で本サービスを利用する場合、本サー

ビスを利用可能な新たな商材を販売する場合、または当社が承認済みのウェブサイト

もしくはカタログ等において販売方法等や顧客への訴求方法についての変更を生じさ

せる場合は、事前に当社の承認を得るものとします。 

3. 加盟店は、第 1 項第 1 号の報告がなかったことその他正当な理由なく意思表示の通

知が到達することを妨げたことにより、または、その他当社の責によらない事情により、

加盟店への通知、送付書類、支払金等が延着し、または到着しなかった場合には、通

常到着すべき時に加盟店に到着したものとみなされることに、異議なく承諾するものと

します。また、第 1項第 1号の報告がなかったことにより、譲渡債権に係る譲渡代金の

受領に関して紛議が生じた場合、加盟店は責任をもって対処し解決するものとします。 

4. 当社は、加盟店に対し、いつでも、当社が必要と判断する書類の提出を求めることが

できるものとします。加盟店は、当社の求めに従い書類を提出するものとし、正当な理

由なくこれを拒むことはできないものとします。 

第 24条（遅延損害金） 

加盟店が当社に対する支払いを遅延した時は、当該支払金に対し支払期日の翌日から

支払日に至るまで、年利 14.6％の 割合（年 365 日の日割計算）による遅延損害金を当

社に支払うものとします。 

第 5章 個人情報の取扱 

第 25条（顧客の個人情報） 

1. 当社および加盟店は、善良なる管理者の注意をもって顧客の個人情報を適切に取り

扱うものとします。 

2. 当社は、本サービスを利用した顧客に関して取得した情報を関係法令（個人情報の保

護に関する法律を含みます。）および当社の定める個人情報保護に関係する規定に

従い適正に利用するものとします。 

3. 加盟店は、本サービスを利用した顧客に関して取得した情報を関係法令（個人情報の

保護に関する法律を含みます。）に従い適正に利用するものとします。 

第 26条（加盟店の個人情報） 

当社は、本サービスの提供に関し、加盟店またはその代表者等から個人情報の提供を

受ける場合には、当該個人情報を別途定める「加盟店様個人情報の取扱い」に従い取り

扱うものとします。 

第 6章 期間および解除 

第 27条（契約期間） 

1. 本規約による本サービスの提供期間は、加盟のときから 1 年間とし、期間満了前 3 か

月前に当社または加盟店のいずれからも更新しない旨の通知が書面でなされた場合

を除き、更に 1年間継続し、以後も同様とします。 

2. 前項にかかわらず、当社または加盟店は、1 か月前に書面で予告することによって、

理由なく本契約を解約することができるものとします。 

3. 当社および加盟店は、本条に基づき本契約を終了させたことに関して相互に損害賠

償義務を負わないものとします。 

第 28条（契約の解除等） 

1. 当社または加盟店が次のいずれかに該当したときは、その相手方は何等の催告なし

に、本契約を解除することができるものとします。なお、その場合であっても、解除され

た当事者は、相手方に異議の申し立ておよび理由の開示を求めることはできないもの

とします。 

① 本規約に違反し、相手方が相当の期間を定めて催告したにも拘らずこれを是正し

ない場合。ただし、重大な違反の場合は、催告を不要とします。 

② 金融機関から取引停止の処分を受けた場合 

③ 監督官庁より営業の取消、停止等の処分を受けた場合 

④ 第三者より仮差押、仮処分、強制執行、租税滞納処分等の申立てを受けた場合 

⑤ 破産手続開始の申立て、会社法上の特別清算開始の申立て、民事再生手続開始

の申立てもしくは会社更生手続開始の申立ての事実が生じた場合 

⑥ その振り出し、または引き受けをした手形または小切手が不渡りになった場合 

⑦ 社会的・経済的信用の著しい低下、支払不能、支払停止等により事業の継続が著

しく困難になった場合 

⑧ 解散の決議をしたとき（合併の場合を除きます。） 

⑨ 第 2条第 2項各号に該当する事由が判明し、または新たに生じた場合 

⑩ 加盟店が第 3条第 1項各号の要件を欠くに至った場合 

⑪ その他本契約を継続しがたい重大な背信行為を行った場合 

2. 当社は、加盟店が次のいずれかに該当したときは、何等の催告なしに、本契約を解除

できるものとします。 

① 加盟店が申込書等の事項を偽った記載したことが判明した場合 

② 加盟店がクレジットカ－ド会社との取引にかかる場合も含めて通信販売制度を悪

用していることが判明した場合 

③ 第 11条第 2項、第 16条第 2項もしくは第 21条第 3項に定める調査への協力、ま

たはその他当社が必要と認める調査への協力を正当な理由なく拒んだ場合 

④ 第 23条の義務等を正当な理由なく怠った場合 

⑤ 本規約係る重大な違反があった場合 



 
 

 

 

3. 加盟店が本サービスの利用の如何に関わらず、次のいずれかに該当すると判断したときは、当

社は、何等の催告なしに、本契約を解除できるものとします。なお、その場合であっても、加盟店

は、異議の申し立ておよび理由の開示を求めることはできないものとします。 

① 暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標榜ゴロ、政治活動

標榜ゴロ、特殊知能暴力集団またはこれらに準ずるもの（以下「反社会的勢力」といいます。）、

または反社会的勢力であったもの 

② 反社会的勢力と人的、資本的または経済的（不当な利益供与を行う経済取引を含みます。）に関

係があると認められるもの 

③ 自ら反社会的勢力であることを標榜し、または自らの関係者が反社会的勢力であると標榜す

るもの 

④ 自らまたは第三者を利用して、詐術、暴力的行為、または脅迫的言辞を用いるもの 

⑤ 自らまたは第三者を利用して、名誉や信用等を毀損し、または毀損するおそれのある行為をす

るもの 

⑥ 自らまたは第三者を利用して、業務を妨害し、または妨害するおそれのある行為をするもの 

⑦ 継続して、あるいは反復して法令に違反し、または公序良俗に反する行為や事業を行っている

もの、あるいは、そのような行為や事業が明らかとなったもの 

⑧ 前各号に定めるほか、自らまたは第三者を利用して、違法行為または不当要求行為をするもの 

4. 当社または加盟店が第 1 項各号または第 2 項各号のいずれか（ただし、当社につい

ては第 1 項各号の事由に限ります。）に該当したときは、当該当事者は、期限の利益

を喪失し、何ら通知、催告なく直ちに相手方に債務を履行しなければならないものとし

ます。 

5. 前項により加盟店が期限の利益を喪失したときは、当社は、加盟店に対する支払債

務と加盟店の当社に対する支払債務と相殺してその残金を支払うものとし、相殺後も

当社の加盟店に対する債権が超過する場合、加盟店は当社に対し、直ちに超過分の

金銭を支払わなければならないものとします。支払手数料は、加盟店の負担とします。

相殺の充当の順位は、当社の指定するところによるものとします。 

第 29条（契約終了） 

1. 事由の如何を問わず、本規約が終了したときは、次のとおりとします。 

① 契約終了時までの本サービスの利用申込みに対しては、同サービスが終了するま

でなお本規約が適用されるものとします。ただし、当社は、前条による解除の場合、

解除時までの利用申込みに対して本サービスが途中の場合でも以後の利用（立替

金の支払いを含みます。）に応じないことができるものとし、これにより加盟店およ

び顧客に生じた損害に対して一切責任を負わないものとします。 

② 加盟店は、本サービスの商標、ロゴ等の使用、サービス提供の表示等を中止する

ものとします。 

③ 加盟店は、当社が使用を許諾した当社保有のコンピュータプログラムの使用を中

止するものとします。 

2. 当社の債務不履行による場合を除き、既に支払い済みの利用料は、契約終了によっ

て返金されないものとします。 

3. 本契約が終了したときは、本規約と一体となる附属規約に係る契約も同時に終了する

ものとします。 

4. 本サービスの利用に関し既に生じた、またはその後に生じる、加盟店と顧客との取引

および当該取引に関する当社と加盟店の債権債務については、第 16 条の支払金額

の返還等および第 17 条のキャンセルの扱いを含め、引き続き本規約が適用されるも

のとします。なお、契約の終了事由が加盟店の帰責に基づく解除の場合、解除時に残

存する譲渡債権は、全て第 16条第 1項第 8号に該当するものとみなします。 

第 7章 諸規定 

第 30条（秘密保持義務等） 

1. 当社と加盟店は、相手方の書面による承諾なくして、本規約に関連して相手方から開

示された技術上、販売上その他業務上の秘密（ノウハウを含みます。以下「本件秘密」

といいます。）を、本契約期間中および本契約終了後 5 年が経過するまでの間、第三

者に対して開示、漏洩せず、また、本件業務遂行の目的以外に使用しないものとしま

す。 

2. 次の各号のいずれかに該当することを、開示を受けた当事者が証明できる情報は本

件秘密から除くものとします。 

① 開示の時点で既に公知のもの、または開示後情報を受領した当事者の責によらず

して公知となったもの 

② 開示を行った時点で既に相手方が保有しているもの 

③ 第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手したもの 

④ 開示に関係なく、独自に開発したもの 

第 31条（権利義務の譲渡） 

加盟店は、当社の書面による承諾を得ない限り、本規約に基づき生ずる一切の権利義

務（債権および債務を含みます。）の全部または一部を、第三者に譲渡し、または担保に

供しないものとします。 

第 32条（規約の制定、変更） 

1. 当社は、次の各号に該当する場合には、あらかじめ、効力発生日を定め、本規約を変

更する旨、変更後の内容および効力発生時期を、当社のホームページにおいて公表

するほか、必要があるときにはその他相当な方法で加盟店に周知した上で、本規約を

変更することができるものとします。 

① 変更の内容が加盟店の一般の利益に適合するとき 

② 変更の内容が本契約に係る取引の目的に反せず、変更の必要性、変更後の内容

の相当性その他の変更に係る事情に照らし、合理的なものであるとき 

2. 前項に基づく規約の変更の公表または周知内容をお知らせした後、1 ヶ月以内に異議

を述べない場合、加盟店は変更内容および新規約を承認したものとみなされることに

異議のないものとします。 

第 33条（通知の方法） 

本規約における通知、報告は、本規約で別段の定めがないときは、郵便、宅配便、電子

メールまたはファックスによるものとします。 

第 34条（準拠法および管轄） 

本規約の準拠法は日本法とします。本規約に関して紛争が生じた場合には、東京地方裁

判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

（2007年 8月 23日実施） 

（2007年 10月 23日改訂） 

（2007年 12月 1日改訂） 

（2008年 6月 2日改訂） 

（2008年 12月 1日改訂） 

（2009年 10月 1日改訂） 

（2014年 4月 1日改訂） 

（2019年 4月 15日改訂） 

（2020年 4月 1日改訂） 

（2021年 1月 1日改訂） 

（2022年 9月 1日改訂） 

（2023年 10月 1日改訂） 

 

 

 

 



 
 

 

 

（別紙）料金表 

○ 初期導入費 

50,000円（税抜））/150,000円（税抜 オリジナルデザイン） 

○NP後払い wiz 月額運用費 

15,000円（税抜） 

 

○ ご利用料金（債権買取） 

プラン名 
NPサービス料金（債権買

取手数料） 
  月額固定費※ 

Aプラン 顧客請求金額の 5.0％  0円 

Bプラン 顧客請求金額の 4.4％  5,000円 

C プラン 顧客請求金額の 3.6％  20,000円 

D プラン 顧客請求金額の 2.9％  48,000円 

※別途消費税を頂戴します。 

 

○ 収納費および請求書発行等手数料 

取引の種類 料金※ 備考 

請求書同梱取引 １取引毎に 124円 収納費 

請求書別送取引 １取引毎に 252円 請求書発行・郵便料金 

電子請求取引 １取引毎に 174円 電子バーコード発行料金 

※別途消費税を頂戴します。   

 

＊コンビニエンスストアでの収納が 50,000 円以上の場合、収入印紙相当の実費（税抜

200円）をご負担いただきます。 

＊ゆうちょ銀行および郵便局での収納が 50,000 円以上の場合、ゆうちょ銀行手数料（税

抜 210円）をご負担いただきます。 

＊ 銀行振り込みの場合のみ、振込手数料は別途顧客負担となります。 

＊ 請求書別送取引において、配送伝票番号の登録後に取引キャンセルがあった場合、

請求書発行等手数料のみご負担いただきます。 

 

○ 銀行振込手数料 

ご指定口座 1万円以下 3万円未満 3万円以上 

三井住友銀行 100円 200円 400円 

他行 400円 500円 700円 

＊別途消費税がかかります。 



Web 広告等に関する規約 

第 1章 総則 

第 1 条（本規約の適用） 

1. この規約（以下「本規約」といいます。）は、株式会社ネットプロテクシ

ョンズ（以下「当社」といいます。）と加盟店との間で、加盟店が当社が

提供するポイントキャンペーン実施サービスを利用する場合及び当社の

ウェブサイト、当社が発行する電子メール等に広告の掲載を希望する場合

にあたり必要な事項について定めるものです。 

2. 本規約は加盟店に適用される加盟店規約（NP 後払い加盟店規約、NP 後払

い wiz 加盟店規約、NP コネクトプロ加盟店規約を含みます。以下「加盟店

規約」といいます。）と一体となるものであり、本規約に定めていない事

項については、加盟店規約が適用されます。また、加盟店規約において定

義された用語は本規約においても同じ意味を有するものとします。 

第 2 条（定義） 

1. 本規約において「ポイント」とは、NP ポイント利用規約に定める NP ポイ

ントをいいます。 

2. 本規約において「キャンペーン」とは、会員（NP ポイント利用規約に定め

る「会員」をいいます。以下同じです。）が当該キャンペーンを実施する

加盟店において商品を購入するなどした際、会員に対し、通常当社が会員

に対して付与するポイントよりも多くのポイントを付与するものをいい

ます。 

3. 本規約において「ベースポイント」とは、当社が NP ポイント利用規約に

基づき、通常、会員に対して付与するポイントのことをいいます。 

4. 本規約において「追加ポイント」とは、キャンペーンの実施に伴い、当社

が会員に対して付与する、ベースポイントを上回るポイントのことをいい

ます。 

5. 本規約において、「本サイト等」とは、広告を掲載する当社の web サイト、

電子メール等をいいます。 

6. 本規約において、「広告」とは、本サイト等における当社が指定した広告

枠に掲載する加盟店の任意の広告をいいます。 

第 2章 ポイントキャンペーン 

第 3 条（店舗利用におけるポイントの付与） 

1. キャンペーンの実施を希望する加盟店は、当社に対し、キャンペーン実施

期間の開始日の 10 日前までに、以下の事項を記載した申請書（電子デー

タを含む）を提出して、キャンペーンの実施を申請するものとします。 

① キャンペーン実施期間 

② 追加ポイントの付与対象者 

③ 追加ポイントの算定方法および数または倍率 

④ キャンペーンの名称 

⑤ その他当社が定める事項 

2. 加盟店より前項に定める申請があった場合において、当社がキャンペーン

の実施を認めず、またはその内容の変更を求めるときは、当社は、申請書

を受領したときから 5 日以内に、加盟店に対してその旨を通知するものと

します。 

3. 第１項に基づく適式なキャンペーン実施の申請があった場合において、当

社が申請書を受領したときから5日以内に前項に定める通知を発しないと

きには、当社は、加盟店による実施の申請を承諾したものとみなすものと

します。 

第 4 条（ポイントの付与） 

1. 当社は、第 3 条に定めるキャンペーン実施期間内に、加盟店から商品を購

入するなど、当社の定めるポイントの付与の条件を満たした者に対し、ベ

ースポイントに加え、追加ポイントを付与するものとします。 

2. 当社は会員に対し、第 3 条に基づき加盟店が当社に対して申請した事項の

ほかは NP ポイント利用規約の定めおよび当社の決定によりポイントを付

与するものとし、加盟店は第 3 条に基づき申請した事項以外の当社の会員

に対するポイントの付与の方法、決定等について何ら異議を述べることは

できないものとします。 

第 5 条（キャンペーン負担金） 

1. キャンペーンを実施した加盟店は、当社に対し、キャンペーン負担金（以

下「負担金」といいます。）として、キャンペーンの実施により当社が会

員に対して付与した追加ポイントの数に１円を掛け合わせた金額を支払

うものとします。 

2. 前項の負担金は、会員に対するポイントの付与時を基準として、月ごとに

計算されるものとします（以下、計算の対象となる月を「計算月」といい

ます）。 

3. 当社は、NP 後払い加盟店規約第 13 条第 3 項または NP 後払い wiz 加盟店規

約第 14 条第 3 項に基づき、いつでも、加盟店に対する譲渡債権の対価の

支払債務と第1項に基づく負担金請求権とを相殺することができるものと

します。なお、当社は、当該負担金請求権の相殺を、原則として、計算月

の翌月の第2週目以降の最初の譲渡債権の対価の支払いの際に行うものと

しますが、これによらずいつでも相殺を行うことができるものとします。 

4. 当社は、前項にかかわらず加盟店が希望し当社が認めた場合は、別途加盟

店に対して請求書を発行し、負担金の請求を行うことができるものとしま

す。この場合、加盟店は、請求書記載の計算月の翌月末日までに負担金を

支払うものとします。 

5. キャンペーンの実施により追加ポイントを付与した取引について、NP 後払

い加盟店規約第 16 条または NP 後払い wiz 加盟店規約第 17 条に定めるキ

ャンセルがなされた場合、当社は、計算月末日までにキャンセルがなされ

たものに限り、その取引に関する追加ポイントを差し引いた上で負担金の

計算を行うものとします。 

第 3章 広告 

第 6 条（広告の申込） 

1. 加盟店は、本サイト等における広告の掲載を希望する場合は、別途申込書

（電子的手段によるものを含みます）を当社に対して提出し、当社の承認

を得るものとします。 



2. 広告料金、広告対象、広告サイズ、広告期間、申込締切、納品締切は別途

申込書に定めるものとします。 

3. 加盟店が、第 1 項の申込書を提出し、これを当社が承諾したときに、広告

掲載に関する本規約に係る契約（以下「本契約」といいます。）が成立す

るものとします。 

第 7 条（広告） 

1. 加盟店は、本契約成立後、当社に対し、当社の指定する形式で広告データ

を提供し、当社の審査を受けるものとします。 

2. 加盟店の掲載する広告は、次項の基準に反しない内容としなければならな

いものとし、加盟店は、その内容について当社の承認を得るものとします。 

3. 次の各号のいずれかに該当する場合、または該当するおそれがあると当社

が判断した場合は、当社は、本契約の成立の有無にかかわらず、広告内容

の修正を求め、または、広告掲載を拒否することができるものとします。 

① 表示方法、表示内容または表示した商品が法律、制令、命令、ガイド

ライン、自主規制規則その他の規範に違反するもの  

② 表示方法、表示内容または表示した商品が公序良俗に違反するもの 

③ 政治性もしくは宗教性を有するもの 

④ 公衆に不快の念または危害を与えるもの 

⑤ 虚偽、誇大な表現があるものまたは根拠のない表示もしくは誤認を招

くような表示があるもの 

⑥ 射幸心を煽る表現があるもの 

⑦ 当社が別途定める基準に違反するもの 

⑧ 前各号に定めるもののほか、掲載する広告として不適当であると当社

が判断したもの 

4. 当社の修正の求めにも関わらず、加盟店が前項に該当する内容の広告の修

正を行わない場合、当社は、本契約を解除することができるものとします。

但し、損害賠償の請求を妨げないものとします。 

第 8 条（広告の掲載） 

1. 当社は、本規約に定めるところに従い、本サイト等に加盟店から提供を受

け当社が承認した広告を掲載するものとします。 

2. 広告掲載日後であっても、加盟店は、掲載広告の内容を変更できるものと

します。その場合、加盟店は、事前に、前条第 1 項に定める審査により、

当社の承認を得るものとします。 

3. 当社は、広告期間中の広告掲載実績を記載したレポートを加盟店に対し送

付するものとします。当該レポートの内容、加盟店に対する送付の頻度、

送付の方法等については、当社の定めるところによるものとします。 

第 9 条（広告料金の支払） 

1. 当社は広告期間の終了後、広告期間及び広告サイズより広告料金を計算し、

加盟店に対し、広告料金の請求を行うものとします。 

2. 当社は、NP 後払い加盟店規約第 13 条第 3 項または NP 後払い wiz 加盟店規

約第 14 条第 3 項に基づき、いつでも、加盟店に対する譲渡債権の対価の

支払債務と前項に基づく広告料金債権とを、相殺することができるものと

します。 

3. 加盟店が第 1 項に基づく広告料金の支払いを遅延した場合、当社は、当該

加盟店の広告掲載を中止することができるものとします。 

4. 第 7 条にかかる申込受領後、加盟店の都合により、本契約の解除、広告掲

載の取消または延期をする場合、広告料金に対して下記の料率により違約

金を当社に対し支払うものとします。 

 掲載開始日の 5 営業日前迄：約定の広告期間中の広告料金総額の 50％ 

 掲載開始日の 3 営業日前迄：約定の広告期間中の広告料金総額の 80％ 

 当日及び掲載開始後 ：約定の広告期間中の広告料金総額の 100％ 

第 10 条（義務および責任） 

1. 加盟店は、掲載を求める広告が本規約第7条第 3項各号に違反しないこと、

および、いかなる第三者のいかなる権利も侵害しないことを、表明し保証

するものとします。 

2. 加盟店が掲載した広告の内容に対して、顧客または第三者からクレームを

受け、又は紛争が生じた場合であっても、当社は一切の責任を負わず、加

盟店の責任および費用の負担において解決するものとします。 

3. 当社は、加盟店が掲載した広告を通じて顧客または第三者に販売した商品

等について一切の責任を負わないものとします。 

4. 当社は、加盟店が掲載した広告の効果について、何らの保証もするもので

はありません。 

5. 加盟店が本規約に違反し、または、掲載した広告の内容または広告掲載の

商品に関し第三者と紛争が生じ、これにより当社が対応費用の支出その他

の損害を被った場合には、加盟店は当該損害を賠償するものとします。 

6. 当社の責めに帰すべき事由により、本サイト等に広告の掲載をできなかっ

た場合には、当社は加盟店に対し、掲載ができなかった日数に１日あたり

の広告料金を乗じた金額の限度で広告料金を減額するものとし、その他に

は、加盟店の積極損害、逸失利益その他の一切の責任を負わないものとし

ます。 

7. 当社の責めに帰すべき事由によらない、天災地変、通信回線の事故、シス

テムの不具合、メンテナンスその他の事由により本サイト等に広告の掲載

を行えなかった場合であっても、当社は加盟店に対し、損害賠償責任その

他の責任を負わず、また、加盟店に対する広告料金債権を失わないものと

します。 

第 4章 雑則 

第 11 条（雑則） 

1. 加盟店は、当社の提供するポイントプログラムと類似のプログラム又はサ

ービスを自ら提供している場合、あるいは類似の他社サービスを利用して

いる場合は、会員が混同又は誤解をしないよう、会員に対し十分な表示及

び説明を行うものとします。 

2. 加盟店は、当社に対し、掲載する広告に関する著作権その他一切の権利を

行使しないものとします。 

（2015 年 7 月 1 日制定） 

（2019 年 4 月 15 日改訂） 



 

 

 

2025 年 4 月 1 日以降は 

次頁以降の新規約が適用となります。 

 

対象  

・ NP 後払い加盟店規約 

  ・ NP 後払い wiz 利用規約 
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ＮＰ後払い 加盟店規約 
 

この規約（以下「本規約」といいます。）は、 株式会社ネットプロテクションズ（以下「当社」

といいます。）が加盟店（本規約を同意の上、第 2条に基づき当社に対して加盟の申込み

をし、当社がこれを承認した者をいいます。以下同じです。）に対して提供する「ＮＰ後払

い」サービスの提供条件を規定するものです。 

第 1章 総則 

第 1条（サービスの内容） 

1. 当社は、加盟店に対して、本規約（本規約と一体となる附属規約を含みます。以下同

じです。）に従い、次の「NP 後払い」サービス（以下「本サービス」といいます。）を提供

し、もって加盟店における「NP 後払い」を利用するユーザーとの取引機会を提供しま

す。 

① 加盟店の自らの顧客（以下「顧客」といいます。）に対する売上代金の回収 

② 加盟店の顧客に対する商品配送に関する情報管理システムの提供 

③ その他当社が随時指定する各種サービス 

2. 本サービスの対象となるのは、加盟店が顧客に対して行う継続的取引でない物品（宅

配可能な有体物であり、役務、権利等を含みません。）の販売（レンタル等は含みませ

ん。）に限ります。 

第 2条（加盟店申込み） 

1. 加盟店の申込みをする者（以下「申込者」といいます。）は、本規約に同意したうえで、

当社に対して次の書類を提出するものとします。 

① 加盟店申込書 

② 当社所定の審査用資料（登記簿謄本等） 

2. 当社は、前項に基づく申込みを受けた場合には、当該申込者につき当社所定の審査

をした上、加盟店として承認するか否かを決定するものとします。申込者は、当社が加

盟の申込みを承認しない場合でも、当社に対し、異議の申立ておよび理由の開示を

求めることはできないものとします。なお、次のいずれかに該当するときは、当社は、

申込者の申込みを承認しません。 

① 申込者が虚偽の事実を申告したとき 

② 申込者がその責めに帰すべき事由により過去に当社の本規約に係る契約（以下

「本契約」といいます。）その他の当社の加盟店契約またはこれに類似する他社と

の契約を解除されたことがあるとき 

③ 申込者が当社に対して負担する債務の支払遅滞、申込者に関する苦情、行政機

関からの指導等により、申込者の信用性に疑問が存すると当社が判断したとき 

④ 申込者に対する本サービスの提供が当社の業務に関して支障またはシステムの

不都合等を発生させるおそれがあると当社が判断したとき 

⑤ 申込者が当社の指定する所定の書類または当社が追加で求める書類の提出を行

わないとき 

⑥ その他、加盟店として不適当であると当社が判断したとき 

第 3条（本サービス提供の要件） 

1. 加盟店は、本サービスの提供を受けるために、次の要件を満たさなければならないも

のとします。 

① 加盟店が電子商取引等の通信販売により物品を販売する事業者であり、本サービ

スを利用できるシステムを有していること 

② 当社が審査し承認したウェブサイトまたはカタログ等で商品を販売すること 

③ 当社の支払業務の受託者が加盟店に対する与信を承認していること 

④ 取引を行うウェブサイトまたはカタログ等に本サービスの利用に関する当社所定の

文言、ロゴ等を表示すること 

⑤ 当社が提供する当社所定のシステムを利用して販売すること 

⑥ 販売等が加盟店より本サービスを利用し不当な利益を得るためになされた自社に

対するものでないこと 

⑦ 販売等が加盟店の役員、従業員、またはその家族により本サービスを利用し不当

な利益を得るためになされたものでないこと 

⑧ 商品等の販売等に係る契約の締結から 2 か月以内に当社が顧客から譲渡対象債

権の弁済を受けることが可能となるように、当社に対して売上確定報告を行うこと 

⑨ 当社からの加盟店に対する連絡に、相当期間内に応じること 

⑩ その他当社が指定する要件 

2. 加盟店は、顧客に対して本サービスを利用すること（当社所定の利用条件その他の内

容を含みます。）を告知するものとし、顧客から利用の承諾を得た場合のみ、本サービ

スを利用することができるものとします。加盟店は、顧客の承諾を得ずに本サービスを

利用して生じた紛争処理については、全責任を負うものとします。 

3. 加盟店は、顧客と商品受取人の氏名、名称または住所が異なる（贈答品の場合を含

みます。）取引（以下「ギフト取引」といいます。）について本サービスを利用する場合、

加盟店は、商品受取人に係る情報を必要かつ適法（個人情報の保護に関する法律の

遵守を含みます。）な範囲で当社に報告するものとします。また、当社は、顧客に連絡

が取れない場合など、必要に応じて当社から商品受取人に直接連絡することができる

ものとします。 

4. 加盟店は、本サービスの提供を受けるに際し、本サービスに関連する第三者と合意が

必要になるときには、当該合意を書面等で行うものとします。 

5. 当社は、加盟店が本条第 1 項各号の要件を満たしていないと判断した場合、加盟店

による本サービスの利用を、相当期間停止または中止することができるものとします。 

6. 当社は、顧客による代金支払の延滞、商品に関するクレーム、抗弁の主張またはこれ

に準ずる顧客との取引に関する問題の発生状況等に応じ、任意の判断により、加盟

店による本サービスの利用を、相当期間停止または中止することができるものとしま

す。 

第 4条（販売商品に関する規制） 

1. 加盟店は、商品の販売に関して次の条件に従わなければならないものとします。 

① 法令、公序良俗に違反するおそれのある商品を取り扱わないこと 

② 古物、酒類、米穀類等取扱いに法律上の手続が必要な場合には、その手続を完了

すること 

③ 特定商取引に関する法律、消費者契約法、不当景品類及び不当表示防止法その

他適用を受ける法令に従った販売方法、表示方法および広告方法を行うこと 

④ 電子消費者契約及び電子承諾通知に関する民法の特例に関する法律における確

認措置を講じること 

⑤ 特定商取引に関する法律第 14条第 1 項第 2号、同施行規則第 16条第 1項で禁

止される「顧客の意に反して契約の申込みをさせようとする行為」をしないこと 

⑥ ウェブサイトまたはカタログ等上で顧客が操作ミス、勘違い等による錯誤を生じない

ような分かりやすい申込画面設定や記載表現をすること 

⑦ 公的機関から命令、指導等がなされた場合は、それを遵守すること 

⑧ 法令により顧客の保護措置が講じられたときは、その措置に従うこと 

2. 加盟店は、顧客または第三者から前項各号のいずれかに反する旨の指摘等がなされ

たときは、誠意をもってこれに対応するものとし、自己の責任および費用の負担をもっ

てその疑いが生じない措置を講じるものとします。 

3. 加盟店は、当社が不適当と判断した商品については、本サービスを利用することがで

きないものとします。 

4. 加盟店は、新たな商品を販売する際は、事前に当社の承認を得るものとします。 

第 2章 本サービスの利用 

第 5条（決済手段の種類） 

加盟店が本サービスを利用する際に受け付けることが可能な顧客の代金決済手段は、

郵便振替、コンビニエンスストア収納代行、銀行振込等の当社指定の方法（これらの

決済方法を以下「後払い決済」といいます。）に限られるものとします。 

第 6条（後払い決済） 

1. 顧客が決済手段として NP 後払いを指定したうえで加盟店との間で商品の販売に係る

契約を締結した場合、当社は、加盟店が当該顧客に対し取得する代金債権（以下「譲



 
 

 

 

渡債権」といいます。）を加盟店からその額面相当額で買い受け当社または当社が指

定する者（以下「収納代行者」といいます。）を通じて顧客に対して代金の請求を行い、

直接または第三者に委託して支払いを受けるものとします。 

2. 当社は、顧客が請求書記載の期限までに代金の全部の支払いを行わなかった場合

には、顧客に対して当社が任意に選択する手段により督促を行うことができるものとし

ます。 

第 7条（取引の限度額） 

当社は、本サービスの対象となる取引の限度額および条件を随時任意に設定するこ

とができるものとします。当社は、顧客が後払い決済を利用できる取引の限度額として、

1 回の取引当たりの利用金額の上限額、および同一の顧客の当社に対する未決済の

代金の累計金額の上限額をそれぞれ設定することができるものとします。 

第 8条（データ送信） 

1. 加盟店は、当社に対し、本サービスを利用しようとする全ての取引につき、当社所定

の取引情報（以下「取引データ」といいます。）を当社所定の方法で送信するものとしま

す。 

2. 当社は、加盟店から受け取った取引データに基づき、本サービスを提供するものとし、

そのデータの間違い等により生じた損害、顧客との紛議解決は、加盟店が自己の責

任および費用の負担において行うものとします。 

3. 当社は、顧客に対して随時電子メールその他の方法で請求、支払の案内その他の事

項を通知することができるものとします。また、当社が求めたときは、加盟店は、顧客

に対して電子メールその他の方法で支払の案内その他当社の指定する事項を通知す

るものとします。 

第 9条（集荷・配送） 

1. 加盟店は、本サービスを利用する取引に係る商品の集荷・配送に際して、当社所定の

運送会社を当社所定の方法で利用するものとします。 

2. 加盟店は、前項の運送会社による本サービスを利用する取引に係る商品の集荷後、

直ちに当社に対して運送伝票番号その他当社所定の情報を伝達するものとします。 

3. 加盟店は、商品の集荷・配送その他の運送に関して、直接運送会社との間で連絡、確

認等を行うものとします。 

4. 前項にかかわらず、加盟店は、第 2項の情報伝達後に顧客の住所またはその他随時

当社が指定する事項の変更が生じた場合には、当社に対しても電子メールによる通

知を行うものとします。 

5. 当社は、本サービスを利用する取引に係る商品の集荷・配送等に関して、加盟店の同

意なく、直接運送会社から情報を得ることができ、またこれに対して情報を提供するこ

とができるものとし、加盟店は、これらをあらかじめ異議なく承諾します。 

6. 加盟店は、運送会社の配送完了（以下「着荷」といいます。）のデータ処理にかかわら

ず、顧客が、本サービスが利用された取引に係る商品の受け取りを否定しているとき

は、運送会社と協力して事実を確認して適切な処理を行うものとします。この場合、当

社は、顧客への現実の着荷が証明されるまで、着荷がないものとみなすことができる

ものとします。 

7. 加盟店が、商品の破損、紛失等につき、運送会社が補償義務を負わない、またはそ

の補償が運賃相当分に限定された配送サービス（当社指定のメール便サービスに限

ります。以下「メール便」といいます。 ）を利用して配送を行った取引について、商品の

受領、破損、紛失等の売買または運送に関連する事由により、顧客が代金または代

金相当額の支払いを拒否し、またはその他顧客からの集金に困難が生じるおそれが

あると当社が判断したときは、当社がメール便の取引を承認した場合においても、当

社は、加盟店に対して、第 13 条の支払いを行う義務を負わず、また既払いの支払金

の返還を求めることができるものとします。 

第 10条（本サービスを提供しない事由） 

1. 第 1 条第 1 項の規定にかかわらず、当社は、次のいずれかに該当する場合、顧客か

ら加盟店に対し本サービスを利用した商品購入の申し入れがなされても、本サービス

の提供をしないことができるものとします。なお、第 5号ないし第 10号に該当するか否

かは、当社の任意の判断によるものとし、加盟店は、当社に対し、当社の判断に関す

る異議の申立ておよび理由の開示を求めることはできないものとします。 

① 本サービスの対象となる取引が第 7 条に定める限度額を越えた場合（商品の全額

について本サービスの提供をいたしません。） 

② 第 9条第 1項に定める当社所定の方法等を用いない配送をした場合 

③ 加盟店が第 3 条第 1 項各号のいずれかの要件を満たしていない場合または同条

第 2項の利用の承諾を得ていない場合 

④ 本規約に違反または本規約が禁止している内容の取引である場合 

⑤ 加盟店による架空の注文（加盟店が第三者と意を通じる場合を含みます。）の疑い

があると判断した場合 

⑥ 当社の過去の取引記録等により、顧客に信用上問題があると当社が判断した場合 

⑦ 顧客による誤発注その他不自然な注文と当社が判断した場合 

⑧ 加盟店または顧客が悪意を持って情報を改ざんし、または悪用している疑いがあ

ると当社が判断した場合 

⑨ 加盟店または顧客が、事実と異なる情報に基づく取引を行っている疑いがあると当

社が判断した場合 

⑩ その他、代金の円滑な支払いがなされないおそれがある、または、加盟店もしくは

顧客と当社の取引に合理性が欠けると当社が判断した場合 

2. 当社は、前項各号のいずれかに該当する可能性があると判断したときは、加盟店また

は顧客に対して調査を申し入れることができるものとし、加盟店はこれに協力をするも

のとします。また、当社による調査が終了するまでの間、加盟店は、同顧客による本

サービスを利用した商品購入の申し入れに対する承諾を留保するものとします。 

3. 第 1 項第 2 号の場合、加盟店は、商品を出荷したときは、直ちに当社に対して当社所

定の方法でその旨の通知をするものとします。 

第 11条（本サービスの中断） 

当社は、定期点検等の事由が生じた場合には、加盟店に事前に通知することにより、ま

た、以下のいずれかの事由が生じた場合には、加盟店に事前に通知することなく、一時

的にサービスを中断することがあります。 

① 本サービスに用いる設備等の保守を緊急に行う場合 

② 地震、洪水、津波等の天災によりサービスの提供ができなくなった場合 

③ 火災、停電その他の不慮の事故によりサービスの提供ができなくなった場合 

④ 戦争、紛争、動乱、暴動、騒乱、労働争議等により本サービスの提供ができなくな

った場合 

⑤ その他、運営上または技術上当社がサービスの一時的な中断が必要と任意に判

断した場合 

第 12条（責任） 

1. 当社は、加盟店に対し、NP 加盟店管理システム（本サービスによる決済が行われた

取引に関する情報を管理することができるシステムをいいます。以下同じ。）を提供す

るものとし、加盟店はこれを利用することができるものとします。 

2. 当社は、本サービスの利用に関して加盟店に生じた損害（NP 加盟店管理システム利

用の中断を含みますが、これに限られません。）につき一切の責任を負わないものとし

ます。 

3. 加盟店は、自己が行う本サービスを利用した取引に関し、当社が第三者から著作権

等の知的財産権侵害その他の権利侵害および食品衛生法違反、医薬品、医療機器

等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以下、「薬機法」といいます。）

違反その他の法令違反等の主張がなされないように努めるものとします。 

4. 加盟店は、前項の規定にかかわらず、加盟店が行う本サービスを利用した取引に関

して、第三者から当社に対して、著作権等の知的財産権侵害その他の権利侵害およ

び食品衛生法違反、薬機法違反その他の法令違反等の主張がなされたときは、自己

の責任および費用の負担において対処するものとし、当社に生じた損害および費用を

すべて補償し、かつ賠償するものとします。 

第 3章 加盟店に対する支払、利用料 

第 13条（加盟店に対する支払い） 

1. 加盟店は、当社に対し、第 9条第 2項に定める商品の集荷が行われた日に譲渡債権



 
 

 

 

（諸経費を含みます。）を譲渡します。 

2. 前項に基づく譲渡債権の譲渡に係る代金は、譲渡債権の額面相当額とし、当社は、

加盟店に対し、当該代金を本規約に従うほか別途合意する条件で支払うものとします

（なお、現実の着荷が確認できた取引を支払い対象とします。）。ただし、当社は、加盟

店において本規約に違反する事由が存在する場合、または当該譲渡債権の発生原

因となった取引において契約の内容に適合しない事由その他加盟店に起因した代金

の集金が困難となるおそれを生じさせる事由が存在すると判断した場合は、その旨を

加盟店に通知し、かかる事由が存在しないことの証明が加盟店によりなされるまで、

譲渡債権の譲渡代金の支払いを留保することができるものとします。 

3. 当社は、加盟店に対して譲渡債権の譲渡代金の支払いその他本規約に基づく支払い

を行う場合、その時点で生じている加盟店の当社に対する一切の支払債務（次条に規

定する利用料および第 16 条第 2 項または第 3 項に基づき譲渡債権の買い戻しが実

行された場合における譲渡代金を含みます。支払期限を問いません。）と相殺してそ

の残金を支払うことができるものとします。また、当社が加盟店に対し前記の支払いを

行う場合に必要となる手数料等の費用は、加盟店の負担とし、相殺の充当の順位は、

当社の指定するところによるものとします。 

4. 加盟店は、前項に基づく相殺後も当社の加盟店に対する債権が超過する場合、当社

に対し、当社の発行する請求書に応じ、その指定する期限までに超過分の金銭を支

払わなければならないものとします。その際、支払いに際して必要となる手数料は、加

盟店の負担とします。 

5. 当社は、本規約による本サービスの提供期間が終了したときは、第 15 条の支払金の

返還その他加盟店の当社に対する債務が発生しないことが確定するまでの間、譲渡

債権の譲渡代金の支払いを留保することができるものとします。 

6. 加盟店は、当社が債権譲渡の対抗要件、支払いの案内、その他当社の指定する事項

を顧客に対して通知し、もしくは当該事項に関して証明書を発行すること等を求めたと

きは、これに応じるものとします。 

7. 加盟店は、本規約に係る契約に基づき当社に譲渡することとなる譲渡債権について、

当社による承諾がない限り、当社または当社が指定する者以外の者に対して、譲渡し

ないものとします。 

8. 当社は、本サービスの後払い決済に関する業務を任意に第三者に委託することがで

きるものとします。 

第 14条（本サービス利用料） 

1. 加盟店は、当社に対し、以下に定める区分ごとに別途当社が定める本サービスの利

用料（以下「利用料」といいます。）を支払うものとします。なお、本規約による本サービ

スの提供期間中に利用料が変更された場合には、利用料の支払債務発生時点の利

用料が適用されるものとします。 

① 債権買取手数料 

② システム利用料【変動】（消費税別） 

③ システム利用料【固定】（消費税別） 

④ 成約サポート手数料（消費税別） 

2. 当社は、第 3条第 6項に該当する事由が発生したときその他加盟店の財産状況や経

済情勢等に鑑み利用料の変更が必要と判断したときは、利用料の変更を行うことがで

きるものとします。 

3. 債権買取手数料及びシステム利用料【変動】は、第 9条第 2項により運送伝票番号の

情報が当社に伝達されたとき、または第 10条第 3項により当社に通知がされたときに

発生するものとし、当社は、顧客から本サービスの対象となる商品にかかる代金を回

収した後に申込みのキャンセルその他いかなる事由が生じた場合であっても、加盟店

に対して返還しないものとします。 

4. システム利用料【固定】は、本サービスの提供契約の締結日から本サービス提供契約

の終了する日までの期間、利用月数に応じて発生するものとし、当社は、申込みのキ

ャンセルその他いかなる事由が生じた場合であっても、加盟店に対して返還しないも

のとします。 

5. 成約サポート手数料は、第 9 条第 2 項により運送伝票番号の情報が当社に伝達され

たとき、または、第 10条第 3項により当社に通知がされたときに発生するものとし、当

社はその後に申込みのキャンセルその他いかなる事由が生じた場合であっても、加

盟店に対して返還しないものとします。 

第 15条（支払金額の返還等） 

1. 当社は、第 13条第 2項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合、または

そのおそれがあると当社が判断した場合は、加盟店に対して譲渡債権に係る譲渡代

金の支払いを行う義務を負わないものとします。なお、加盟店は、当社が譲渡債権に

係る譲渡代金を支払った後に次のいずれかに該当すること、またはそのおそれがある

と当社が判断した場合には、既払いの譲渡債権に係る譲渡代金を当社に返還するも

のとします。 

① 契約、または法律が定める事由に該当することによって（顧客から何らかの抗弁を

主張される場合を含みます。）、当社が顧客に対して代金ないし代金相当額の請求

ができないとき、または既に受領した代金ないし代金相当額を顧客に返還する義

務が生じたとき 

② 譲渡債権が、本規約に違反または本規約が禁止している取引に基づき発生したも

のであるとき 

③ 譲渡債権に関して加盟店と顧客との間に紛争が生じ、速やかに解決ができないと

き 

④ 顧客が商品の引渡しを受けられない、商品に契約の内容に適合しない事由がある、

または加盟店が商品の正当な返品に応じない等の相当の理由に基づいて顧客が

代金ないし代金相当額の支払いを拒否したとき 

⑤ 顧客が自己の本サービスの利用を否認し、代金ないし代金相当額の支払いを拒否

したとき 

⑥ 顧客が未成年で法定代理人の同意を得ていないことを理由に代金ないし代金相当

額の支払いを拒否したとき 

⑦ 加盟店が当社に取引内容を登録する際に、ギフト取引であるにもかかわらず商品

配送先を登録しなかった場合等当社所定の手続に従わず、これによって集金に困

難が生じるおそれがあるものと当社が判断したとき 

⑧ 加盟店の責めに帰すべき事由その他加盟店側の事由により、当社が顧客から商

品代金を集金できないとき 

⑨ 本サービスに関し、なりすましその他情報が不正に利用されたと当社が判断した場

合 

2. 当社は、第 1項各号のいずれかに該当する可能性があると判断したときは、加盟店ま

たは顧客に対して調査を申し入れることができるものとし、加盟店は、当社への関連

書類やデータ等の提出、当社の加盟店関連施設への立入の許可等、調査に必要な

申し入れに応じて協力をするものとします。また、調査が終了するまで加盟店に対する

譲渡債権に係る支払いを留保することができるものとし、調査を開始した後 1 か月が

経過しても該当事由がないとは認められないと当社が合理的に判断したときは、加盟

店に対して譲渡債権に係る支払いを行う義務を負わず、また既払いの譲渡代金の返

還および発生した督促の費用の支払いを求めることができるものとします。調査が完

了し、当社が譲渡債権に係る支払いを相当と認めた場合には、当社は加盟店に譲渡

債権に係る支払いをするものとします。なお、この場合には、当社は遅延損害金等の

負担はしないものとします。 

3. 前二項による支払金の返還は、第 13条第 3項および第 4項が適用されます。 

4. 当社は、第 1 項もしくは第 2 項により支払いの義務を負わない場合、または既払いの

譲渡代金の返還を受けたときは、加盟店に対して直ちに譲渡債権を譲り渡すものとし

ます。 

第 16条（キャンセルの扱い等） 

1. 加盟店は、第 8 条第 1 項に基づき取引データを当社に送信した後に、顧客から当該

取引データに係る取引の申込みまたは契約の、撤回、取消、解除、または返品（以下

「キャンセル」といいます。）がなされたときは、直ちに当社に対して報告するものとしま

す。 

2. 加盟店が本規約に違反し、当社もしくは顧客に被害があると当社が判断した場合、前



 
 

 

 

条第 1 項各号に掲げる事由に該当する事実が認められる場合もしくはそのおそれが

あると当社が判断した場合、または、前条第 2項第 2文に該当する場合、当該加盟店

は当社の請求に応じ、本サービスに基づき当社が当該加盟店から買い受けた譲渡債

権を額面相当額で買い戻さなければならないものとします。 

3. 加盟店が顧客との間で第 1 項のキャンセルを行った場合、加盟店は当該取引に係る

譲渡債権を当社から額面相当額で買い戻さなければならないものとします。なお、加

盟店は顧客から一部のキャンセルの申し出があったときであっても、譲渡債権につい

ては分割することなく、額面相当額で買い戻すものとします。 

4. 商品の引渡後または顧客による商品代金の支払後に本サービスを利用した加盟店お

よび顧客間の取引にキャンセルが生じたときは、加盟店は顧客との間で直接返品、お

よび返金を行うものとし、当社から顧客への返金は一切行わないものとします。加盟

店は、当社からの返金がなされないことについて顧客に対して十分説明の上、承諾を

得るものとします。 

5. 加盟店と当社の間での譲渡債権の買戻しがなされたときは、当社は、加盟店に対して

当初の債権譲渡契約に基づく譲渡債権に係る代金の支払いを行わず、支払済みの

場合は、買戻し義務の履行により成立した再譲渡契約に係る代金の支払を求めるも

のとします。ただし、顧客から当社に対し当該譲渡債権に係る商品代金の支払いがな

され、かつ、加盟店から当該顧客に対して当該支払金相当額が返還された場合には、

当社は、その返還を確認後に加盟店に対して当該支払金相当額を支払うものとしま

す。この場合、顧客から当社に対して支払われた商品代金に係る債権の譲渡代金を

当社から加盟店に対して支払済みであるときは、当社は、加盟店に対し当該代金の

返還を求めないものとし、当社は顧客から支払われた当該支払代金を保持できるもの

とします。 

6. 前項の場合、当該代金の支払については、第 13条第 3項および第 4項が適用される

ものとします。 

第 17条（商品の所有権） 

加盟店が顧客に通信販売を行った商品の所有権は、当社が加盟店に譲渡債権に係る譲

渡代金の支払いをしたとき、加盟店から当社に移転するものとします。ただし、当社の支

払いが行われた後に、その支払いが取り消された場合、支払いに係る商品の所有権は

加盟店が支払金を当社に返還したときに加盟店に復帰するものとします。 

第 4章 加盟店の義務等 

第 18条（基本的責任） 

1. 商品の品質保証、保守サービス、アフターサービスその他売主としての責任（商品等

が契約の内容に適合していないことに基づく責任を含みます。）は、加盟店が顧客に

対して直接負うものとし、当社は、その責任を負わないものとします。 

2. 加盟店は、前項の売主としての責任および商品の品質、規格、仕様その他商品、販

売方法等取引に関して生じた紛争を直接顧客との間で速やかに解決するものとし、か

かる紛争に関し、当社は一切責任を負わないものとします。 

3. 加盟店は、譲渡債権に関して、顧客との間で紛争が生じ、代金の支払いが円滑に行

なわれないおそれが生じたときは、直ちに当社に対して通知するものとします。 

4 .  加盟店は、消費税法に定める適格請求書の発行を希望する場合、当社に対して適格

請求書の発行に必要な情報を当社所定の方法で提供することにより、当社をして加盟

店に代わって、加盟店が提供した情報にのみ基づき適格請求書を発行させることがで

きます。この場合、加盟店は、当社所定の方法により、消費税法に定める適格請求書

に記載するべき情報について正確かつ適切に入力するものとし、間違いその他の過

誤等（入力漏れを含みますが、これに限られません。）により生じた顧客および税務当

局等との紛争等について、当社は一切の責任を負いません。また、加盟店は、当社が

加盟店に代わって顧客に対して発行した適格請求書に関して顧客との間で対応が必

要となった場合（顧客から適格請求書の発行を求められた場合、適格請求書に関する

問い合わせがあった場合を含みますが、これらに限られません。）には、当社に対して

適格請求書の作成に必要な情報の提供を行うものとし、当社の請求があるときには

自ら顧客に対して適格請求書の発行をすることその他の対応を講ずるものとします。 

第 19条（設備維持等） 

加盟店は、自己の責任で本サービスの導入、維持に必要なコンピュータその他の機器、

システムを用意し、環境を整えるものとします。 

第 20条（禁止事項） 

1. 加盟店は、本サービスを提供するウェブサイトまたはカタログ等、商品の販売および

関連する電子メールを利用するに際して次の行為を行ってはならないものとします。 

① 法令および本規約に違反するおそれのある行為 

② 当社または第三者の著作権、商標権等の知的財産権を侵害するおそれのある行

為 

③ 当社または第三者の財産、プライバシー、肖像権、名誉および信用を侵害するおそ

れのある行為、または他人に不快感を抱かせる行為 

④ 詐欺等の犯罪に結びつくおそれのある行為 

⑤ わいせつ、児童ポルノまたは児童虐待に相当する画像、文書等を送信または表示

する行為 

⑥ 無限連鎖講を開設しまたはこれを勧誘する行為 

⑦ 当社または第三者の設備、システムの運営に支障を生じさせる行為 

⑧ 他人になりすまして情報を発信し、受信し、または店舗を運営する行為 

⑨ 不特定多数の者に大量にまたは求めていない第三者に電子メールを送信する行

為 

⑩ 架空販売または支払い意思のない顧客に対するそれと知った販売行為 

⑪ 本サービスの信用を損なうおそれのある行為 

⑫ その他当社または第三者に不利益を生じさせる行為 

⑬ 前各号のいずれかの行為が見られる他人のデータ、情報等にリンクを設定する行

為 

2. 当社は、前項各号のいずれかの行為に該当するおそれがあると判断した場合、加盟

店に是正の通知をすることができ、加盟店は、これに対して適時誠実に対応し、その

結果を当社に報告するものとします。 

3. 当社は、前項の判断に際して、加盟店に調査を求めることができ、加盟店は、これに

応じるものとします。 

第 21条（加盟店コードの管理責任） 

1. 当社は、各加盟店に対して、本サービスに係る固有の識別記号（以下「加盟店コード」

といいます。）および加盟店コードに紐づけられたパスワード（以下「加盟店パスワード」

といいます。）を付与するものとします。 

2. 加盟店は、自己の責任により加盟店コードおよび加盟店パスワードを管理するものと

し、加盟店コードおよび加盟店パスワードの利用に関しては、加盟店が一切の責任を

負うものとします。 

第 22条（義務等） 

1. 加盟店は、本規約に別途定めるほか、次の場合に直ちに当社に報告するものとしま

す。 

① 加盟店が第 2 条第 1 項により提出した加盟店申込書、審査用資料の内容に変更

があったとき、その他住所、代表者、商号、その他の商業登記簿の記載事項や取

引上の重要な事項に変更が生じたとき 

② 加盟店において第 27条第 1項各号のいずれかに該当する事由が生じたとき 

2. 加盟店は、新たにウェブサイトまたはカタログ等で本サービスを利用する場合、本サー

ビスを利用可能な新たな商材を販売する場合、または当社が承認済みのウェブサイト

もしくはカタログ等において販売方法等や顧客への訴求方法についての変更を生じさ

せる場合は、事前に当社の承認を得るものとします。 

3. 加盟店は、第 1 項第 1 号の報告がなかったことその他正当な理由なく意思表示の通

知が到達することを妨げたことにより、または、その他当社の責によらない事情により、

加盟店への通知、送付書類、支払金等が延着し、または到着しなかった場合には、通

常到着すべき時に加盟店に到着したものとみなされることに、異議なく承諾するものと

します。また、第 1項第 1号の報告がなかったことにより、譲渡債権に係る譲渡代金の

受領に関して紛議が生じた場合、加盟店は責任をもって対処し解決するものとします。 

4. 当社は、加盟店に対し、いつでも、当社が必要と判断する書類の提出を求めることが



 
 

 

 

できるものとします。加盟店は、当社の求めに従い書類を提出するものとし、正当な理

由なくこれを拒むことはできないものとします。 

第 23条（遅延損害金） 

加盟店が当社に対する支払いを遅延した時は、当該支払金に対し支払期日の翌日から

支払日に至るまで、年利 14．6％の 割合（年 365 日の日割計算）による遅延損害金を当

社に支払うものとします。 

第 5章 個人情報の取扱 

第 24条（顧客の個人情報） 

1. 当社および加盟店は、善良なる管理者の注意をもって顧客の個人情報を適切に取り

扱うものとします。 

2. 当社は、本サービスを利用した顧客に関して取得した情報を関係法令（個人情報の保

護に関する法律を含みます。）および当社の定める個人情報保護に関係する規定に

従い適正に利用するものとします。 

3. 加盟店は、本サービスを利用した顧客に関して取得した情報を関係法令（個人情報の

保護に関する法律を含みます。）に従い適正に利用するものとします。 

第 25条（加盟店の個人情報） 

当社は、本サービスの提供に関し、加盟店またはその代表者等から個人情報の提供を

受ける場合には、当該個人情報を別途定める「個人情報の取得に関する同意事項」に従

い取り扱うものとします。 

第 6章 期間および解除 

第 26条（契約期間） 

1. 本規約による本サービスの提供期間は、加盟のときから 1年間とし、期間満了前 3か

月前に当社または加盟店のいずれからも更新しない旨の通知が書面でなされた場合

を除き、更に 1年間継続し、以後も同様とします。 

2. 前項にかかわらず、当社または加盟店は、1 か月前に書面で予告することによって、

理由なく本契約を解約することができるものとします。 

3. 当社および加盟店は、本条に基づき本契約を終了させたことに関して相互に損害賠

償義務を負わないものとします。 

第 27条（契約の解除等） 

1. 当社または加盟店が次のいずれかに該当したときは、その相手方は、何等の催告な

しに、本契約を解除することができるものとします。なお、その場合であっても、解除さ

れた当事者は、相手方に異議の申し立ておよび理由の開示を求めることはできないも

のとします。 

① 本規約に違反し、相手方が相当の期間を定めて催告したにも拘らずこれを是正し

ない場合。ただし、重大な違反の場合は、催告を不要とします。 

② 金融機関から取引停止の処分を受けた場合 

③ 監督官庁より営業の取消、停止等の処分を受けた場合 

④ 第三者より仮差押、仮処分、強制執行、租税滞納処分等の申立てを受けた場合 

⑤ 破産手続開始の申立て、会社法上の特別清算開始の申立て、民事再生手続開始

の申立てもしくは会社更生手続開始の申立ての事実が生じた場合 

⑥ その振り出し、または引き受けをした手形または小切手が不渡りになった場合 

⑦ 社会的・経済的信用の著しい低下、支払不能、支払停止等により事業の継続が著

しく困難になった場合 

⑧ 解散の決議をした場合（合併の場合を除きます。） 

⑨ 第 2条第 2項各号に該当する事由が判明し、または新たに生じた場合 

⑩ 加盟店が第 3条第 1項各号の要件を欠くに至った場合 

⑪ その他本契約を継続しがたい重大な背信行為を行った場合 

2. 当社は、加盟店が次のいずれかに該当したときは、何等の催告なしに、本契約を解除

できるものとします。 

① 加盟店が申込書等の事項を偽った記載したことが判明した場合 

② 加盟店がクレジットカ－ド会社との取引にかかる場合も含めて通信販売制度を悪

用していることが判明した場合 

③ 第 10条第 2項、第 15条第 2項もしくは第 20条第 3項に定める調査への協力、ま

たはその他当社が必要と認める調査への協力を正当な理由なく拒んだ場合 

④ 第 22条の義務等を正当な理由なく怠った場合 

⑤ 本規約に係る重大な違反があった場合 

3. 加盟店が本サービスの利用の如何に関わらず、次のいずれかに該当すると判断した

ときは、当社は、何等の催告なしに、本契約を解除できるものとします。なお、その場

合であっても、加盟店は、異議の申し立ておよび理由の開示を求めることはできない

ものとします。 

① 暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標榜ゴ

ロ、政治活動標榜ゴロ、特殊知能暴力集団またはこれらに準ずるもの（以下「反社

会的勢力」といいます。）、または反社会的勢力であったもの 

② 反社会的勢力と人的、資本的または経済的（不当な利益供与を行う経済取引を含

みます。）に関係があると認められるもの 

③ 自ら反社会的勢力であることを標榜し、または自らの関係者が反社会的勢力であ

ると標榜するもの 

④ 自らまたは第三者を利用して、詐術、暴力的行為、または脅迫的言辞を用いるもの 

⑤ 自らまたは第三者を利用して、名誉や信用等を毀損し、または毀損するおそれの

ある行為をするもの 

⑥ 自らまたは第三者を利用して、業務を妨害し、または妨害するおそれのある行為を

するもの 

⑦ 継続して、あるいは反復して法令に違反し、または公序良俗に反する行為や事業

を行っているもの、あるいは、そのような行為や事業が明らかとなったもの 

⑧ 前各号に定めるほか、自らまたは第三者を利用して、違法行為または不当要求行

為をするもの 

4. 当社または加盟店が第 1 項各号または第 2 項各号のいずれか（ただし、当社につい

ては第 1 項各号の事由に限ります。）に該当したときは、当該当事者は、期限の利益

を喪失し、何ら通知、催告なく直ちに相手方に債務を履行しなければならないものとし

ます。 

5. 前項により加盟店が期限の利益を喪失したときは、当社は、加盟店に対する支払債

務と加盟店の当社に対する支払債務と相殺してその残金を支払うものとし、相殺後も

当社の加盟店に対する債権が超過する場合、加盟店は当社に対し、直ちに超過分の

金銭を支払わなければならないものとします。支払手数料は、加盟店の負担とします。

相殺の充当の順位は、当社の指定するところによるものとします。 

第 28条（契約終了） 

1. 事由の如何を問わず、本規約が終了したときは、次のとおりとします。 

① 契約終了時までの本サービスの利用申込みに対しては、同サービスが終了するま

でなお本規約が適用されるものとします。ただし、当社は、前条による解除の場合、

解除時までの利用申込みに対して本サービスが途中の場合でも以後の利用（立替

金の支払いを含みます。）に応じないことができるものとし、これにより加盟店およ

び顧客に生じた損害に対して一切責任を負わないものとします。 

② 加盟店は、本サービスの商標、ロゴ等の使用、サービス提供の表示等を中止する

ものとします。 

③ 加盟店は、当社が使用を許諾した当社保有のコンピュータプログラムの使用を中

止するものとします。 

2. 当社の債務不履行による場合を除き、既に支払い済みの利用料は、契約終了によっ

て返金されないものとします。 

3. 本契約が終了したときは、本規約と一体となる附属規約に係る契約も同時に終了する

ものとします。 

4. 本サービスの利用に関し既に生じた、またはその後に生じる、加盟店と顧客との取引

および当該取引に関する当社と加盟店の債権債務については、第 15 条の支払金額

の返還等および第 16 条のキャンセルの扱いを含め、引き続き本規約が適用されるも

のとします。なお、契約の終了事由が加盟店の帰責に基づく解除の場合、解除時に残

存する譲渡債権は、全て第 15条第 1項第 8号に該当するものとみなします。 

第 7章 諸規定 



 
 

 

 

第 29条（秘密保持義務等） 

1. 当社と加盟店は、相手方の書面による承諾なくして、本規約に関連して相手方から開

示された技術上、販売上その他業務上の秘密（ノウハウを含みます。以下「本件秘密」

といいます。）を、本契約期間中および本契約終了後 5 年が経過するまでの間、第三

者に対して開示、漏洩せず、また、本件業務遂行の目的以外に使用しないものとしま

す。 

2. 次の各号のいずれかに該当することを開示を受けた当事者が証明できる情報は本件

秘密から除くものとします。 

① 開示の時点で既に公知のもの、または開示後情報を受領した当事者の責によらず

して公知となったもの 

② 開示を行った時点で既に相手方が保有しているもの 

③ 第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手したもの 

④ 開示に関係なく、独自に開発したもの 

第 30条（権利義務の譲渡） 

加盟店は、当社の書面による承諾を得ない限り、本規約に基づき生ずる一切の権利義

務（債権および債務を含みます。）の全部または一部を、第三者に譲渡し、または担保に

供しないものとします。 

第 31条（規約の制定、変更） 

1. 当社は、次の各号に該当する場合には、あらかじめ、効力発生日を定め、本規約を変

更する旨、変更後の内容および効力発生時期を、当社のホームページにおいて公表

するほか、必要があるときにはその他相当な方法で加盟店に周知した上で、本規約を

変更することができるものとします。 

① 変更の内容が加盟店の一般の利益に適合するとき 

② 変更の内容が本契約に係る取引の目的に反せず、変更の必要性、変更後の内容

の相当性その他の変更に係る事情に照らし、合理的なものであるとき 

2. 前項に基づく規約の変更の公表または周知内容をお知らせした後、1 ヶ月以内に異議

を述べない場合、加盟店は変更内容および新規約を承認したものとみなされることに

異議のないものとします。 

第 32条（通知の方法） 

本規約における通知、報告は、本規約で別段の定めがないときは、郵便、宅配便、電子

メールまたはファックスによるものとします。 

第 33条（準拠法および管轄） 

本規約の準拠法は日本法とします。本規約に関して紛争が生じた場合には、東京地方裁

判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

（2003年 6月 26日実施） 

（2005年 1月 31日改訂） 

（2005年 10月 1日改訂） 

（2006年 6月 6日改訂） 

（2007年 7月 1日改訂） 

（2007年 9月 10日改訂） 

（2007年 12月 1日改訂） 

（2008年 6月 2日改訂） 

（2008年 12月 1日改訂） 

（2009年 10月 1日改訂） 

（2012年 1月 16日改訂） 

（2014年 4月 1日改訂） 

（2019年 4月 15日改訂） 

（2020年 4月 1日改訂） 

（2021年 1月 1日改訂） 

（2022年 9月 1日改訂） 

（2023年 10月 1日改訂） 

（2025年 4月 1日改訂） 

 

  



 
 

 

 

（別紙）料金表 

○ ご利用料金（債権買取） 

プラン名 債権買取手数料 システム利用料

【変動】※ 

システム利用料

【固定】※ 

 成約サポート手数料※ 

  顧客の支払金額 

 50,000円未満 50,000円以上 

Aプラン 顧客請求金額の

0.5% 

顧客請求金額の

4.5% 

0円  請求書の

送付方法 

封書 

（コンビニエンスストアでの収納） 

1取引毎に 252円 1取引毎に 452円 

Bプラン 顧客請求金額の

3.9.% 

5,000円 封書 

（ゆうちょ銀行・郵便局での収納） 

1取引毎に 252円 1取引毎に 462円 

C プラン 顧客請求金額の

3.1% 

20,000円 封書 

（上記以外での収納） 

1取引毎に 252円 1取引毎に 252円 

D プラン 顧客請求金額の

2.4% 

48,000円 電子請求 1取引毎に 174円 1取引毎に 174円 

※別途消費税がかかります。 

＊ 銀行振り込みの場合のみ、振込手数料は別途顧客負担となります。 

 

○ 銀行振込手数料 

ご指定口座 1万円以下 3万円未満 3万円以上 

三井住友銀行 100円 200円 400円 

他行 400円 500円 700円 

＊別途消費税がかかります。 

 



NP 後払い wiz 利用規約 

NP 後払いwiz 利用規約 

 

この規約は、株式会社ネットプロテクションズ（以下「当社」といいます。）が加盟店に対して提供する

NP 後払いwizサービス（以下「本同梱サービス」といいます。）についての当社と加盟店の間の契約で

あり、NP 後払い加盟店規約（以下「加盟店規約」といいます。）の附属規約（以下「本規約」といいま

す。）になります。 

 

第１条（本同梱サービスの内容） 

当社が提供する本同梱サービスとは、NP 後払いサービス利用において、加盟店所定の帳票を用い

て顧客に対する売上代金を回収するサービスをいいます。 

第２条（契約の成立） 

１. 本同梱サービスにお申し込みいただくには加盟店であることが必須条件になります。 

２. 加盟店が本規約を承諾の上、当社が指定する手続きに基づいて本同梱サービスの利用を申し込み、

当社所定の審査により当社が本同梱サービスの利用を承認した時点で契約が成立するものとしま

す。 

第３条（本同梱サービス提供の要件） 

１. 加盟店は、本同梱サービスの提供を受けるために次の要件を満たすものとします。 

① 加盟店は、当社が別途定める方法で本同梱サービスを利用する環境等（請求書印刷用アプリケ

ーション、印刷機、請求書に情報を印字する際のインクや請求書用紙などの資材、作成時期、

業務を委託する場合の委託先企業等）を整備し、事前に当社の承認を得るものとします。その

整備に関する費用については、すべて加盟店が負担するものとします。 

② 加盟店は、本同梱サービスを利用する環境等の変更を行う場合、事前に当社所定の方法により

申請を行い、当社による承認後、本同梱サービスを利用できるものとします。 

③ 加盟店は、当社所定の請求書用紙を利用する場合、用紙の管理・発注は加盟店にて行うものと

し、発注方法、配送方法および納期については、当社が別途定める方法によるものとします。 

④ 加盟店は、当社が、ヴァージョンアップ等で、請求書印刷用アプリケーション、請求書用紙等、

本同梱サービスを利用する環境の変更を行う場合、合理的な範囲で従うものとします。 

２. 加盟店は、当社に損害を与えないよう、本規約を遵守し本同梱サービスを適切に利用するものとし

ます。 

３. 加盟店は、当社の運用に協力し、当社の求めに応じて合理的な範囲でシステムを改修するものとし

ます。 

４. 加盟店は、本同梱サービスを、当社の事前の承諾なく第三者に利用させてはならないものとします。 

第４条（本同梱サービスの利用） 

１. 加盟店は、本同梱サービスを利用する場合、当社所定の方法により、初回の請求書を発行し、商品

に同梱し、顧客に届けるものとします。また、加盟店は、その発行する請求書を当社が定めた内容

で作成し、改竄してはならないものとします。 

２. 加盟店が請求書を発行する際に発生する費用（誤印字・誤印刷・紙詰まり等の発生により発生する

費用等を含むがこの限りではありません）は、加盟店の負担とします。 

３. 請求書の再発行および督促時の請求書の発行については、当社が行うものとし、加盟店は、顧客か

ら請求書の再発行依頼があった場合、加盟店にて請求書の再発行は行わず、所定の方法に従い当社

に連絡するものとします。 

４. 加盟店は、発行する請求書が顧客に届く期間を考慮し、期限切れの請求書を届けないようにするも

のとします。 
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５. 加盟店は、本同梱サービスにおける請求書発行に関するシステム、運用または作業等により、顧客

および当社の運用等に被害を与える状況を発見した場合、その改善がなされるまで、速やかに本同

梱サービスの利用を停止し、当社に対し状況の報告を行うものとします。また、加盟店は、本同梱

サービスを利用した顧客に対し影響がある場合は、顧客の混乱をさけるため、当社が指定する方法

および内容で顧客に対し通知をするものとします。 

６. 前項の場合において、当社は、加盟店に対し、状況の報告および改善の要請ができるものとし、改

善がなされない場合は本同梱サービスの停止等を行うことができるものとします。 

７. 加盟店は、消費税法に定める適格請求書の発行を希望する場合、当社に対して適格請求書の発行に

必要な情報を当社所定の方法で提供することにより、当社をして加盟店に代わって、加盟店が提供

した情報にのみ基づき適格請求書を発行させることができます。この場合、加盟店は、当社所定の

方法により、消費税法に定める適格請求書に記載するべき情報について正確かつ適切に入力するも

のとし、間違いその他の過誤等（入力漏れを含みますが、これに限られません。）により生じた顧客

および税務当局等との紛争等について、当社は一切の責任を負いません。また、加盟店は、当社が

加盟店に代わって顧客に対して発行した適格請求書に関して顧客との間で対応が必要となった場

合（顧客から適格請求書の発行を求められた場合、適格請求書に関する問い合わせがあった場合を

含みますが、これらに限られません。）には、当社に対して適格請求書の作成に必要な情報の提供

を行うものとし、当社の請求があるときには自ら顧客に対して適格請求書の発行をすることその他

の対応を講ずるものとします。 

第５条（加盟店規約の遵守） 

１. 加盟店は、本同梱サービスを利用するに当たり、当社との間で加盟店規約を維持し、これを遵守す

るものとします。 

２. 当社は、本同梱サービスの円滑な提供を図るための運用上の仕様または細則を合理的な範囲で定め

ることができるものとし、加盟店はこれを遵守するものとします。 

第６条（本同梱サービスを提供しない事由） 

第 1条の規定にかかわらず、当社は、加盟店が第 3条第 1項の条件に従わない場合または第 4条第

1 項に定める当社所定の方法を用いない場合、本同梱サービスの提供をしないことができるものと

します。 

第７条（同梱サービス利用料） 

１. 加盟店は、本同梱サービスを利用する場合、加盟店規約第 14条第 1項に定める利用料のうち、シ

ステム利用料【固定】に、別途当社が定める通り「NP後払いwiz月額運用費」が加わることに同

意します。 

２. 加盟店は、本同梱サービスを利用する取引については、加盟店規約第 14条第 1項に定める利用料

のうち、成約サポート手数料について、別途当社が定める通り金額が変更となることに同意します。 

３. 加盟店は、本同梱サービスを利用する場合、利用料に加え、当社に対し、別途当社が定める初期導

入費（消費税別）を支払うものとします（以下NP後払いwiz月額運用費および前項に基づき変更

後の成約サポート手数料と併せて「同梱サービス利用料」といいます。）。 

４. 当社は、加盟店規約第 3条第 7項に該当する事由が発生したときその他加盟店の財産状況や経済情

勢等に鑑み利用料の変更が必要と判断したときは、同梱サービス利用料の変更を行うことができる

ものとします。この場合、同梱サービス利用料の支払債務発生時点の同梱サービス利用料が適用さ

れるものとします。 

５. NP後払いwiz月額運用費は、本同梱サービス提供契約の締結日から本同梱サービス提供契約の終

了する日までの期間、利用月数に応じて発生するものとし、当社は、申込みのキャンセルその他い

かなる事由が生じた場合であっても、加盟店に対して返還しないものとします。 

６. 本同梱サービスを利用する取引については、成約サポート手数料は、加盟店規約第 9条第 2項によ
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り運送伝票番号の情報が当社に伝達されたとき、または、加盟店規約第 10条第 3項により当社に

通知がされたときに発生するものとし、当社は、顧客から本同梱サービスの対象となる商品にかか

る代金を回収した後に申込みのキャンセルその他いかなる事由が生じた場合であっても、加盟店に

対して返還しないものとします。 

７. 初期導入費は、本同梱サービス提供契約の締結日に発生し、当社は、申込みのキャンセルその他い

かなる事由が生じた場合であっても、加盟店に対して返還しないものとします。 

第８条（本同梱サービス提供の停止） 

１. 当社は、加盟店が次の各号のいずれかに該当する場合、加盟店に対する本同梱サービスの提供を停

止することが出来るものとします。 

① 加盟店が本規約に違反したとき。 

② 加盟店が本規約の解除事由のいずれかに該当したとき。 

③ 加盟店が加盟店規約に基づくサービスの提供を停止されたとき。 

２. 当社は、前項による本同梱サービスの提供停止を事前にまたは停止後直ちに加盟店に通知するもの

とします。 

第９条（本同梱サービスの中断） 

当社は、定期点検等の事由が生じた場合には、加盟店に事前に通知することにより、また、以下の

いずれかの事由が生じた場合には、加盟店に事前に通知することなく、一時的にサービスを中断す

ることがあります。 

① 本同梱サービス用設備等の保守を緊急に行う場合。 

② 地震、洪水、津波等の天災または火災、停電その他の不慮の事故によりサービスの提供が出来

なくなった場合。 

③ 本同梱サービスに必要な設備、システム等の提供をする第三者が理由の如何を問わず同提供が

できなくなったことにより本同梱サービスの提供が出来なくなった場合。 

④ 戦争、紛争、動乱、暴動、騒乱、労働争議等により本同梱サービスの提供が出来なくなった場

合。 

⑤ その他、運営上または技術上当社がサービスの一時的な中断が必要と任意に判断した場合。 

第１０条（本同梱サービスの廃止） 

当社は、当社の業務上の都合により、本同梱サービスの全部または一部を廃止することが出来るも

のとします。 

第１１条（免責） 

加盟店が、本同梱サービスに関して被った損害（本同梱サービスの提供が停止し、中断し、または

廃止されたことを含みますが、これらに限られません）については、当社は一切責任を負担しない

ものとします。 

第１２条（契約の解除等） 

１. 当社または加盟店が次のいずれかに該当したときは、その相手方は何等の催告なしに、本規約を解

除することができるものとします。 

① 本規約に違反し、相手方が相当の期間を定めて催告したにも拘らずこれを是正しないとき。た

だし、重大な違反の場合は、催告を不要とします。 

② 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始等の法律上の倒産手続き

の申立てがなされ、または解散決議（合併により事業継続する場合を除く。）がなされたとき。 

③ 差押え、仮差押え若しくは滞納処分を受けたとき、または抵当権等の担保権の実行の申立てを

受けたとき。 

④ 振り出した手形または小切手が不渡りとなったとき。 

⑤ 信用状態が著しく悪化したものと認められるとき。 
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２. 加盟店が前項の各号に該当するときは、加盟店が当社に負担する債務につき期限の利益を喪失する

ものとします。 

第１３条（本規約の終了） 

１. 加盟店規約が終了したときは、本規約も同時に終了します。 

２. 加盟店は、当社所定の書面で当社に通知をすることにより、本規約を終了させることができるもの

とします。 

３. 本規約が終了した時、本規約の期間中に生じた本同梱サービス提供に関する債権債務は、引き続き

本規約の条項が適用されます。 

第１４条（規約の制定、変更） 

１. 当社は、次の各号に該当する場合には、あらかじめ、効力発生日を定め、本規約を変更する旨、変

更後の内容および効力発生時期を、当社のホームページにおいて公表するほか、必要があるときに

はその他相当な方法で加盟店に周知した上で、本規約を変更することができるものとします。 

① 変更の内容が加盟店の一般の利益に適合するとき 

② 変更の内容が本契約に係る取引の目的に反せず、変更の必要性、変更後の内容の相当性その他

の変更に係る事情に照らし、合理的なものであるとき 

２. 前項に基づく規約の変更の公表または周知内容をお知らせした後、1ヶ月以内に異議を述べない場

合、加盟店は変更内容および新規約を承認したものとみなされることに異議のないものとします。 

第１５条（加盟店規約） 

本同梱サービスに関し、本規約に定めがない事項については、加盟店規約の条項が適用されるもの

とします。 

 

（2007年 8月 23日実施） 

（2007年 10月 23日改訂） 

（2007年 12月 1日改訂） 

（2008年 6月 2日改訂） 

（2008年 12月 1日改訂） 

（2009年 10月 1日改訂） 

（2014年 4月 1日改訂） 

（2019年 4月 15日改訂） 

（2020年 4月 1日改訂） 

（2021年 1月 1日改訂） 

（2022年 9月 1日改訂） 

（2023年 10月 1日改訂） 

（2025年 4月 1日改訂） 
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（別紙）同梱サービス利用料 

wiz月額

固定費 

成約サポート手数料 初期導入費 

15,000円  顧客の支払金額 通常 オリジナル

デザイン 

50,000円未満 50,000円以上 50,000円 150,000円 

収納場所 コンビニエンスス

トア 

１取引毎に 124

円 

１取引毎に324円 

ゆうちょ銀行・郵便

局 

１取引毎に 124

円 

１取引毎に334円 

上記以外 １取引毎に 124

円 

１取引毎に124円 

※別途消費税がかかります。 

※銀行振り込みの場合、振込手数料は別途顧客負担となります。 

 

 



Web 広告等に関する規約 

第 1章 総則 

第 1 条（本規約の適用） 

1. この規約（以下「本規約」といいます。）は、株式会社ネットプロテクシ

ョンズ（以下「当社」といいます。）と加盟店との間で、加盟店が当社が

提供するポイントキャンペーン実施サービスを利用する場合及び当社の

ウェブサイト、当社が発行する電子メール等に広告の掲載を希望する場合

にあたり必要な事項について定めるものです。 

2. 本規約は加盟店に適用される加盟店規約（NP 後払い加盟店規約、NP 後払

い wiz 加盟店規約、NP コネクトプロ加盟店規約を含みます。以下「加盟店

規約」といいます。）と一体となるものであり、本規約に定めていない事

項については、加盟店規約が適用されます。また、加盟店規約において定

義された用語は本規約においても同じ意味を有するものとします。 

第 2 条（定義） 

1. 本規約において「ポイント」とは、NP ポイント利用規約に定める NP ポイ

ントをいいます。 

2. 本規約において「キャンペーン」とは、会員（NP ポイント利用規約に定め

る「会員」をいいます。以下同じです。）が当該キャンペーンを実施する

加盟店において商品を購入するなどした際、会員に対し、通常当社が会員

に対して付与するポイントよりも多くのポイントを付与するものをいい

ます。 

3. 本規約において「ベースポイント」とは、当社が NP ポイント利用規約に

基づき、通常、会員に対して付与するポイントのことをいいます。 

4. 本規約において「追加ポイント」とは、キャンペーンの実施に伴い、当社

が会員に対して付与する、ベースポイントを上回るポイントのことをいい

ます。 

5. 本規約において、「本サイト等」とは、広告を掲載する当社の web サイト、

電子メール等をいいます。 

6. 本規約において、「広告」とは、本サイト等における当社が指定した広告

枠に掲載する加盟店の任意の広告をいいます。 

第 2章 ポイントキャンペーン 

第 3 条（店舗利用におけるポイントの付与） 

1. キャンペーンの実施を希望する加盟店は、当社に対し、キャンペーン実施

期間の開始日の 10 日前までに、以下の事項を記載した申請書（電子デー

タを含む）を提出して、キャンペーンの実施を申請するものとします。 

① キャンペーン実施期間 

② 追加ポイントの付与対象者 

③ 追加ポイントの算定方法および数または倍率 

④ キャンペーンの名称 

⑤ その他当社が定める事項 

2. 加盟店より前項に定める申請があった場合において、当社がキャンペーン

の実施を認めず、またはその内容の変更を求めるときは、当社は、申請書

を受領したときから 5 日以内に、加盟店に対してその旨を通知するものと

します。 

3. 第１項に基づく適式なキャンペーン実施の申請があった場合において、当

社が申請書を受領したときから5日以内に前項に定める通知を発しないと

きには、当社は、加盟店による実施の申請を承諾したものとみなすものと

します。 

第 4 条（ポイントの付与） 

1. 当社は、第 3 条に定めるキャンペーン実施期間内に、加盟店から商品を購

入するなど、当社の定めるポイントの付与の条件を満たした者に対し、ベ

ースポイントに加え、追加ポイントを付与するものとします。 

2. 当社は会員に対し、第 3 条に基づき加盟店が当社に対して申請した事項の

ほかは NP ポイント利用規約の定めおよび当社の決定によりポイントを付

与するものとし、加盟店は第 3 条に基づき申請した事項以外の当社の会員

に対するポイントの付与の方法、決定等について何ら異議を述べることは

できないものとします。 

第 5 条（キャンペーン負担金） 

1. キャンペーンを実施した加盟店は、当社に対し、キャンペーン負担金（以

下「負担金」といいます。）として、キャンペーンの実施により当社が会

員に対して付与した追加ポイントの数に１円を掛け合わせた金額を支払

うものとします。 

2. 前項の負担金は、会員に対するポイントの付与時を基準として、月ごとに

計算されるものとします（以下、計算の対象となる月を「計算月」といい

ます）。 

3. 当社は、NP 後払い加盟店規約第 13 条第 3 項または NP 後払い wiz 加盟店規

約第 14 条第 3 項に基づき、いつでも、加盟店に対する譲渡債権の対価の

支払債務と第1項に基づく負担金請求権とを相殺することができるものと

します。なお、当社は、当該負担金請求権の相殺を、原則として、計算月

の翌月の第2週目以降の最初の譲渡債権の対価の支払いの際に行うものと

しますが、これによらずいつでも相殺を行うことができるものとします。 

4. 当社は、前項にかかわらず加盟店が希望し当社が認めた場合は、別途加盟

店に対して請求書を発行し、負担金の請求を行うことができるものとしま

す。この場合、加盟店は、請求書記載の計算月の翌月末日までに負担金を

支払うものとします。 

5. キャンペーンの実施により追加ポイントを付与した取引について、NP 後払

い加盟店規約第 16 条または NP 後払い wiz 加盟店規約第 17 条に定めるキ

ャンセルがなされた場合、当社は、計算月末日までにキャンセルがなされ

たものに限り、その取引に関する追加ポイントを差し引いた上で負担金の

計算を行うものとします。 

第 3章 広告 

第 6 条（広告の申込） 

1. 加盟店は、本サイト等における広告の掲載を希望する場合は、別途申込書

（電子的手段によるものを含みます）を当社に対して提出し、当社の承認

を得るものとします。 



2. 広告料金、広告対象、広告サイズ、広告期間、申込締切、納品締切は別途

申込書に定めるものとします。 

3. 加盟店が、第 1 項の申込書を提出し、これを当社が承諾したときに、広告

掲載に関する本規約に係る契約（以下「本契約」といいます。）が成立す

るものとします。 

第 7 条（広告） 

1. 加盟店は、本契約成立後、当社に対し、当社の指定する形式で広告データ

を提供し、当社の審査を受けるものとします。 

2. 加盟店の掲載する広告は、次項の基準に反しない内容としなければならな

いものとし、加盟店は、その内容について当社の承認を得るものとします。 

3. 次の各号のいずれかに該当する場合、または該当するおそれがあると当社

が判断した場合は、当社は、本契約の成立の有無にかかわらず、広告内容

の修正を求め、または、広告掲載を拒否することができるものとします。 

① 表示方法、表示内容または表示した商品が法律、制令、命令、ガイド

ライン、自主規制規則その他の規範に違反するもの  

② 表示方法、表示内容または表示した商品が公序良俗に違反するもの 

③ 政治性もしくは宗教性を有するもの 

④ 公衆に不快の念または危害を与えるもの 

⑤ 虚偽、誇大な表現があるものまたは根拠のない表示もしくは誤認を招

くような表示があるもの 

⑥ 射幸心を煽る表現があるもの 

⑦ 当社が別途定める基準に違反するもの 

⑧ 前各号に定めるもののほか、掲載する広告として不適当であると当社

が判断したもの 

4. 当社の修正の求めにも関わらず、加盟店が前項に該当する内容の広告の修

正を行わない場合、当社は、本契約を解除することができるものとします。

但し、損害賠償の請求を妨げないものとします。 

第 8 条（広告の掲載） 

1. 当社は、本規約に定めるところに従い、本サイト等に加盟店から提供を受

け当社が承認した広告を掲載するものとします。 

2. 広告掲載日後であっても、加盟店は、掲載広告の内容を変更できるものと

します。その場合、加盟店は、事前に、前条第 1 項に定める審査により、

当社の承認を得るものとします。 

3. 当社は、広告期間中の広告掲載実績を記載したレポートを加盟店に対し送

付するものとします。当該レポートの内容、加盟店に対する送付の頻度、

送付の方法等については、当社の定めるところによるものとします。 

第 9 条（広告料金の支払） 

1. 当社は広告期間の終了後、広告期間及び広告サイズより広告料金を計算し、

加盟店に対し、広告料金の請求を行うものとします。 

2. 当社は、NP 後払い加盟店規約第 13 条第 3 項または NP 後払い wiz 加盟店規

約第 14 条第 3 項に基づき、いつでも、加盟店に対する譲渡債権の対価の

支払債務と前項に基づく広告料金債権とを、相殺することができるものと

します。 

3. 加盟店が第 1 項に基づく広告料金の支払いを遅延した場合、当社は、当該

加盟店の広告掲載を中止することができるものとします。 

4. 第 7 条にかかる申込受領後、加盟店の都合により、本契約の解除、広告掲

載の取消または延期をする場合、広告料金に対して下記の料率により違約

金を当社に対し支払うものとします。 

 掲載開始日の 5 営業日前迄：約定の広告期間中の広告料金総額の 50％ 

 掲載開始日の 3 営業日前迄：約定の広告期間中の広告料金総額の 80％ 

 当日及び掲載開始後 ：約定の広告期間中の広告料金総額の 100％ 

第 10 条（義務および責任） 

1. 加盟店は、掲載を求める広告が本規約第7条第 3項各号に違反しないこと、

および、いかなる第三者のいかなる権利も侵害しないことを、表明し保証

するものとします。 

2. 加盟店が掲載した広告の内容に対して、顧客または第三者からクレームを

受け、又は紛争が生じた場合であっても、当社は一切の責任を負わず、加

盟店の責任および費用の負担において解決するものとします。 

3. 当社は、加盟店が掲載した広告を通じて顧客または第三者に販売した商品

等について一切の責任を負わないものとします。 

4. 当社は、加盟店が掲載した広告の効果について、何らの保証もするもので

はありません。 

5. 加盟店が本規約に違反し、または、掲載した広告の内容または広告掲載の

商品に関し第三者と紛争が生じ、これにより当社が対応費用の支出その他

の損害を被った場合には、加盟店は当該損害を賠償するものとします。 

6. 当社の責めに帰すべき事由により、本サイト等に広告の掲載をできなかっ

た場合には、当社は加盟店に対し、掲載ができなかった日数に１日あたり

の広告料金を乗じた金額の限度で広告料金を減額するものとし、その他に

は、加盟店の積極損害、逸失利益その他の一切の責任を負わないものとし

ます。 

7. 当社の責めに帰すべき事由によらない、天災地変、通信回線の事故、シス

テムの不具合、メンテナンスその他の事由により本サイト等に広告の掲載

を行えなかった場合であっても、当社は加盟店に対し、損害賠償責任その

他の責任を負わず、また、加盟店に対する広告料金債権を失わないものと

します。 

第 4章 雑則 

第 11 条（雑則） 

1. 加盟店は、当社の提供するポイントプログラムと類似のプログラム又はサ

ービスを自ら提供している場合、あるいは類似の他社サービスを利用して

いる場合は、会員が混同又は誤解をしないよう、会員に対し十分な表示及

び説明を行うものとします。 

2. 加盟店は、当社に対し、掲載する広告に関する著作権その他一切の権利を

行使しないものとします。 

（2015 年 7 月 1 日制定） 

（2019 年 4 月 15 日改訂） 


